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は じ め に 

 

 平成２４年３月、本市より、特別支援教育検討委員会への参画の要請をいただき、平成１９年

度から平成２４年度までを期間とする「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）」を

拝読させて戴きました。それによると、 

本計画では、市立小中学校で、子供たちの能力や可能性を最大限に伸長させ、自立と社会参加

のための基盤となる「生きる力」を培うために、特別支援教育コーディネーター配置と役割の明

確化、校内委員会におけるリーダーシップの発揮など校内基盤の整理と充実に腐心し、学校と教

育員会が一体となってその機能の充実と発展に邁進される姿を読み取らせて戴きました。 

また、特別支援教育の大きな課題である「個別の教育支援計画及び個別指導計画の作成」を定

着させ、一人一人の教育的ニーズに的確に呼応した指導、支援が行われるよう全市を上げて研究

と研修に邁進されてこられました。 

さらに、清瀬市は、全ての小学校に障害の有無にかかわらず学習や友達関係における悩み相談

に応ずるなど、清瀬市の理念である「手をつなぎ 心をつむぐ みどりの清瀬」を実現するため

の、他の地域では見られない特別支援教室というシステムを構築し、実践されていることを知り

ました。この施策は、現在の東京都の第三次実施計画の先行的試行であると捉えても過言ではな

いかと考えます。 

 

 このたび、清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）の計画期間の終了時期を迎えるに

あたり、『さらなる特別支援教育の発展と充実に向け、発達障害を含む特別な指導と支援を必要と

するすべての子供たちの教育的ニーズに応えるため、そして市立小中学校における特別支援教育

を系統的、組織的、継続的に実施するために「清瀬市特別支援教育推進計画‐第二次実施計画‐」

を策定すること』を検討委員会に求められました。    

 そこで、検討委員会では、「特別支援教育に対する教員の資質向上を図るためのライフステージ

に応じた系統的な研修体系の構築」、「特別支援教育コーディネーターの専門性向上のための在り

方」、「就学支援シート、個別の教育支援計画と個別指導計画の円滑な接続を図り個々の教育的ニ

ーズに応じた指導を一層充実させるための在り方」、「現在設置されている特別支援教室を中学校

にも開設し、合わせて巡回指導を充実させるための在り方」、「市民の利便性に配慮した、窓口の

一本化など本市の未来を見つめた『次世代型』の総合相談支援センターの開設をめざすこと」、「専

門性と機動力のある専門家チームを組織し、学校への支援体制を強化する具体策」等を検討し、

提言いたしました。中でも特筆されることは、『次世代型』の総合相談支援センター構想です。こ

れは学校・教育委員会のみで達成できるものではなく、市民・関係諸機関と濃密な関係を構築し、

地域と学校、利用者・住民サービスの視点を明確にしたオール清瀬という意識とコンセプトがき

わめて重要です。 

 

清瀬市教育委員会と学校が、市立小中学校の全ての児童・生徒の様々な能力を伸長させ、将来

の自立と社会参加を支援し、それぞれの可能性に向かって、「清瀬市教育総合計画マスタープラ

ン：活き活きと学び合う清瀬」、「学校が自信をもち信頼される清瀬」の実現に邁進されますこと

を、心から期待いたします。 

 

平成２５年 ３月 

清瀬市特別支援教育検討委員会委員長   宮本 紀夫 
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第１章  計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の目的 

 

 この計画は、通常の学級に在籍する発達障害の子供も含めて、支援を必要とするすべての子供

たちに対して市内全公立小・中学校で特別支援教育（＊１）を実施すること、その教育活動にすべて

の教員、保護者、児童・生徒が系統的、組織的、継続的に関わることを実現するための、３年間

を見通す行政計画です。 

 本計画では、児童・生徒一人一人のニーズに応じた学校の取組と教育委員会、関係機関の取組

など、これからの本市における特別支援教育推進体制の充実について総合的な視点から計画する

ものであり、児童・生徒等の将来の自立・社会参加（＊２）に向けて、清瀬市としてその推進にあた

るものです。 

 

２ 計画の位置付け 

 

（１） この計画は、「第３次清瀬市長期総合計画後期基本計画」（＊３）及び「清瀬市実施計画（平 

成２５年度～平成２７年度）」（＊４）の学校教育の充実を担う計画として位置付けます。 

（２） この計画は、「清瀬市教育総合計画マスタープラン 活き活きと学び合う清瀬」（＊５）の目 

標達成のための５つの柱における「学校が自信をもち信頼される清瀬」を実現するための 

施策として位置付けます。 

（３） この計画は、平成１９年２月に清瀬市教育委員会教育長へ報告された「清瀬市特別支援 

教育推進委員会報告書（最終報告）」（＊６）により、これまで推進されてきた清瀬市における 

特別支援教育について見直し、策定したものです。また、この計画の基本的な理念や方針 

は、「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）」を引き継ぎます。 

（４） この計画は、「東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画（平成２２年１１月 東京都 

教育委員会）」（＊７）に基づいて清瀬市における特別支援教育の推進に関する方向性を定める 

ものです。 

 

３ 計画の期間 

 

（１） 計画の期間は、平成１９年度から平成２７年度の長期計画のうち、平成２５年度から平 

成２７年度までの「第二次実施計画」とします。 

計画区分 計画期間 計画の策定時期 

第一次実施計画 平成１９年度～平成２４年度 平成１９年２月 

第二次実施計画 平成２５年度～平成２７年度 平成２５年２月 
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第２章  第一次実施計画の成果と課題 

 

１ 学校における取組 

 

（１）学校における総合的な教育体制 

① 校内委員会の充実 

  ○ すべての小・中学校で校内委員会（＊８）を校務分掌に位置付け、新規の委員会として設 

置しました。 

  ● 校内委員会の役割を明確にし、学校規模、児童・生徒の状況、地域の特性等を考慮して、 

その充実を図るとともに、全職員による協力体制を確立する必要があります。 

② 特別支援教育コーディネーター（＊９）の役割と養成 

  ○ すべての小・中学校で特別支援教育コーディネーターを校長が指名し、配置しました。 

  ○ 特別支援教育コーディネーターの役割を明確に学校へ示しました。 

  ○ 特別支援教育担当者会を立ち上げ、特別支援教育コーディネーターを対象とした研修会 

として年間実施してきました。（現 特別支援教育コーディネーター連絡・研修会） 

  ● 国や東京都で行われている特別支援教育コーディネーターの養成研修等への積極的な参 

加を進め、資質・能力の向上を図る必要があります。 

  ● 清瀬市における特別支援教育コーディネーター研修の内容を改善し、特別支援教育コー 

ディネーターの能力に応じた段階的内容として実施する必要があります。 

  ● 各校において、特別支援教育コーディネーターの複数指名を可能とする取組を推進する 

必要があります。 

 ③ 教職員の専門性及び資質の向上 

  ○ 特別支援学級設置校長連絡・研修会、特別支援学級設置校副校長連絡・研修会を立ち上 

げ、特別支援学級（＊１０）における教育活動の充実に資する検討を進めました。（年間３回） 

  ○ 夏季専門研修において、特別支援教育に関わる講座を毎年実施しました。  

  ○ 都立清瀬特別支援学校（＊１１）主催の合同研修会へ教員を参加させました。 

  ○ 特別支援学級授業改善研修会を学校主催で開催し、市内特別支援学級相互の指導方法等 

の情報交換を行いました。（年間７回） 

  ○ 市若手教員育成研修会等で特別支援教育をテーマとした講座を実施し、特別支援教育に 

対する教員の理解を深めました。（初任者・２年次・３年次研修で各１回）   

○ 市主催研修会等へ都立清瀬特別支援学校教員が参加し、連携及び指導を進めました。 

  ○ 特別支援教育巡回指導員（＊１２）を配置し、教職員への指導を進めました。（平成２４年度 

は３名） 

  ● 特別支援学級設置校長連絡・研修会、特別支援学級設置校副校長連絡・研修会での特別 

支援学級の教育活動の充実に向けた検討をさらに活性化させることが必要です。 
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● 教育相談センター及び特別支援教育巡回指導員、教育アドバイザー、就学相談員を組織 

的に機能させ、教職員への指導を進めること、関係機関との連携を進め、市主催研修会の 

内容や実施方法を充実させて実施すること等で、教職員の専門性及び資質向上を図ること 

が必要です。また、学童クラブ職員の参加も視野に入れることが必要です。 

   

（２）教育内容・方法の充実 

 ① 個別の教育支援計画の策定と充実・発展に向けて 

  ○ 本市独自の就学支援シート（＊１３）を作成し、幼稚園・保育園・小学校間での引き継ぎ資 

料としての活用を図ってきました。 

  ○ 幼稚園・保育園・小学校合同の教員研修会を開催し、連携の強化を図ってきました。 

  ● 特別支援教育巡回指導員、就学相談員が幼稚園・保育園・小学校・中学校で作成する個 

別の教育支援計画への指導・助言を進め、全ての幼稚園・保育園・小学校・中学校で、そ 

の在籍する支援が必要な幼児・児童・生徒の個別の教育支援計画（＊１４）が作成されるよう 

にすることが必要です。 

  ● 就学時・進学時の「個別の教育支援計画」を活用した指導・支援の引き継ぎを具体的に 

進めることが必要です。 

  ● 就学支援シートの活用を促進し、幼稚園・保育園から小学校への円滑な引き継ぎの充実 

を図ることが必要です。 

  ● 幼稚園・保育園・小学校合同カリキュラム検討委員会を設置し、カリキュラムの接続を 

図っていくことが必要です。 

 ② 個別指導計画（通常の学級） 

  ○ 通常の学級における支援が必要な児童・生徒の個別指導計画（＊１５）の作成が進められて 

きました。 

  ● 特別支援教育巡回指導員、就学相談員が学校で作成する個別指導計画への指導・助言を 

進め、全ての学校で、在籍する支援が必要な児童・生徒の個別指導計画が作成されるよう 

にすることが必要です。 

 ③ 通級指導学級における個別指導計画の活用について 

  ○ 適切な目標や指導、支援の手立てを進めるために個別指導計画の作成が進められてきま 

した。 

● 個別指導計画により保護者・在籍校・設置校が共通理解を図り、担任間での指導、支援 

の一貫性を確保した中で児童・生徒のニーズに沿った適切な教育活動を進めることが必要 

です。 

  ● 特別支援教育巡回指導員、就学相談員等が学校で作成する個別指導計画への指導・助言 

を進め、その在籍する支援が必要な児童・生徒の個別指導計画が作成されるようにするこ 

とが必要です。 
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２ 教育委員会・関係機関の取組 

 

（１）特別支援教育体制の整備 

 

  ○ 市内全小学校に特別支援教室（＊１６）を設置し、各学校の実情に応じた活用が図られてき 

ました。 

  ○ 全ての特別支援教室に非常勤教員を配置し、指導が進められるようにしました。 

  ● 特別支援教室での指導を恒常的に担当する都費の教職員を配置していくことが必要です。 

  ● 中学校への特別支援教室の設置及び教職員の配置を進めることが必要です。 

  ● 東京都特別支援教室構想をにらんだ清瀬市における特別支援教室の在り方をさらに検討 

し、小・中学校の特別支援教室の円滑な運営と効果的な指導を実現させることが必要です。 

 

（２）関係機関との連携、支援 

 

 ① 特別支援学校との連携 

  ○ これまで、都立清瀬特別支援学校からセンター的機能としての支援を受け、特別支援教 

育巡回指導員や就学相談員等とのティーム支援を行ってきました。 

  ● 今後、広範囲にわたる実践を整理し、さらに組織的なティーム支援の在り方を検討する 

ことが必要です。 

 ② 関係機関との連携 

  ○ 子ども家庭支援センター、子どもの発達支援・交流センターとの連携が推進されてきま 

した。 

  ● 市内の大学との学級経営支援事業（＊１７）を通した連携を進めることが必要です。 

  ● 教育委員会と市長部局との役割分担を明確にするとともに、さらに連携を進めることが 

必要です。 

  ● 関係機関との連携を深めるとともに、その範囲の拡大を図ることが必要です。 

  ● 各機関との、より一体化、一元化された支援の在り方を研究することが必要です。 

 

（３）副籍 

 

 ○ 地域指定校の決定システムを構築しました。 

 ○ 各校の実情に応じた副籍（＊１８）の取組が進められてきました。 

 ● 直接的交流（＊１９）の可能性を検討し、その関係維持を図ることが必要です。 

 ● 交流の実践方法に関する研修会を実施し、教員の理解と実践力向上を図ることが必要で 

す。 
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（４）相談及び支援体制の整備 

 

① 教育相談の在り方 

 ○ 教育相談室が中心となり、児童・生徒の実態に応じた教育相談業務を推進してきました。 

 ● 教育相談室及び小学校スクールカウンセラーの在り方の変更を基に、市長部局と一体と 

なった、一貫した支援が行える総合支援センター構想の実現に向けた取組を進めることが 

必要です。 

 ② 就学相談の在り方 

  ○ 幼児・児童・生徒の実態によるきめ細かな就学相談が進められてきました。 

  ● これまでに行われてきた本市の就学相談システムを維持・継承するとともに、方法等の 

見直しを図り、その充実を図ることが必要です。 

● 就学相談・転学相談・通級判定における個別の支援が必要なケースの継続的な経過観察 

とフォロー相談体制を整備することが必要です。 

 

（５）児童・生徒及び保護者等への理解啓発 

 

 ① 児童・生徒への理解啓発 

  ○ 交流及び共同学習（＊２０）が各校の実情に応じて進められ、温かい人間関係づくりへとつ 

なげられてきました。 

  ● 交流及び共同学習を各校の実情に応じて一層推進するとともに、特別支援学級を中心に 

学習指導要領に則り理解促進を図ることが大切であり、そのための具体的な指導計画を作 

成することが必要です。 

 ② 保護者等への理解啓発 

  ○ 清瀬市ホームページや学校を通した広報活動を進め、特別支援教育の理解を促してきま 

した。 

  ● 個別の教育支援計画や個別指導計画を学校が保護者とともに作成し、双方が情報交換を 

しながらともに連携して児童・生徒の支援に対応することが必要です。 

  ● 保護者等対象の研修会やリーフレット等による広報活動を充実させ、さらに特別支援教 

育についての理解啓発を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二部 

 

第二次実施計画の具体的な展開 

 

 

第１章 清瀬市の方針と実態 

第２章 学校における取組の充実に向けて 

          第３章 教育委員会の取組の充実に向けて 

          第４章 関係機関の取組の充実に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本章では、それぞれの計画を説明するために「清瀬

市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）」（平成

１９年２月 清瀬市教育委員会）から文章を引用して

います。そのため、使用している用語・表現・表記等

について平成１９年度当時のままの表記を用いていま

す。現在使用している用語・表現・表記等と異なる部

分があることをご了承ください。 

また、組織名等は平成２４年度のものを使用してい

るため、平成２５年度以降と名称が異なることがある

ことをご了承ください。 
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第１章 清瀬市の方針と実態 

 

１ 清瀬市における特別支援教育の理念及び方針 

この計画は、平成１９年２月に清瀬市教育長へ報告された「清瀬市特別支援教育推進委員会報

告書（最終報告）」によりこれまで推進されてきた清瀬市における特別支援教育について見直し、

策定したものです。また、この計画の基本的な理念や方針は、「清瀬市特別支援教育推進委員会報

告書（最終報告）」を引き継ぎます。 

 

（１）理念及び方針 

 

 特別支援教育とは、障害のある児童・生徒に自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する

という視点に立ち、児童・生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、生活や

学習上の課題を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものです。

清瀬市では、これまで障害のある児童・生徒一人一人が、生涯に渡って、地域とのつながりの中

で、自立した生活を送るために必要な「生きる力」を培うことを目指して、教育環境を整備する

とともに、その能力及び可能性等を伸長させる特別支援教育を実践してきました。これまでの心

身障害教育、特別支援教育を基盤として、小・中学校における通常の学級に在籍する配慮を要す

る児童・生徒を含め、障害のある児童・生徒一人一人の教育的ニーズに対する特別支援教育をま

すます推進する必要があります。そこで、以下のことを特別支援教育を推進するための理念及び

方針とします。 

 ① 清瀬市における特別支援教育の理念 

  発達障害等、特別な指導と支援を必要とするすべての子供たちが、自己のもつ能力や可能性 

を最大限に伸長し、自立と社会参加のための基盤となる「生きる力」を培うためには、特別支 

援教育を取り巻く諸情勢を踏まえて、一人一人の教育的ニーズを把握し、必要な教育的指導、 

支援を系統的、組織的、継続的に行い、特別支援教育の改善・充実を図っていく必要がありま 

す。 

  清瀬市における特別支援教育は、学習障害（＊２１）、注意欠陥多動性障害（＊２２）、高機能自閉 

症（＊２３）等を含む発達障害のある児童・生徒一人一人の教育的ニーズに応え、個々の能力や可 

能性を伸ばすため、多様で柔軟な特別支援教育を展開します。 

② 清瀬市における特別支援教育の方針 

  ア）障害の重度・重複化・多様化に対応し、学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症 

等を含む障害のある児童・生徒の個に応じた指導を充実し、特別支援教育を推進します。 

 イ）児童・生徒の特別な教育的ニーズに対応するため、学校・家庭及び関係諸機関が連携・ 

協同し、地域の実情に応じた一貫した特別支援教育体制を整備します。 

 ウ）児童・生徒の教育的ニーズに応じた指導を充実するため、学校の専門的指導と教員等の 
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資質・専門性の向上を図ります。 

 エ）児童・生徒等の多様な教育的ニーズに対応するために、教育環境の整備を推進します。 

 

（２）現状と課題 

 

 ① 清瀬市の特別支援教育の概要（特別支援学級設置状況（学級数、児童・生徒数 等））  

   表１ 設置状況 

 （平成２４年６月１日現在）  ※くぬぎ学級は情緒障害 

学校名 学級名 設置方法 知的障害学級 自閉症･情緒障害学級 合計 

清瀬小学校 ひばり学級 固定 ３学級 ２２名 １学級 １名 ２３名 

清瀬第七小学校 けやき･ひのき学級 固定 ３学級 ２２名 1学級 ３名 ２５名 

清瀬第八小学校 くぬぎ学級 通級   ２学級 １１名 １１名 

清瀬中学校 １組 固定 ２学級 １２名 ２学級 ９名 ２１名 

 （平成２３年１０月１日現在） 

学校名 学級名 設置方法 知的障害学級 自閉症･情緒障害学級 合計 

清瀬小学校 ひばり学級 固定 ３学級 １９名 １学級 ３名 ２２名 

清瀬第七小学校 けやき学級 固定 ２学級 １２名 １学級 ４名 １６名 

清瀬第八小学校 くぬぎ学級 通級   ２学級 １８名 １８名 

清瀬中学校 １組 固定 ２学級 １３名 ２学級 １１名 ２４名 

 （平成２２年１０月１日現在） 

学校名 学級名 設置方法 知的障害学級 自閉症･情緒障害学級 合計 

清瀬小学校 ひばり学級 固定 ２学級 １５名 １学級 ７名 ２２名 

清瀬第七小学校 けやき学級 固定 ２学級 １２名 １学級 ４名 １６名 

清瀬第八小学校 くぬぎ学級 通級   ２学級 １７名 １７名 

清瀬中学校 １組 固定 ２学級 １５名 ２学級 １２名 ２７名 

 

② 課題 

 ア）本市では、固定の知的障害特別支援学級と自閉症・情緒障害特別支援学級が同一校内で 

併設されています。この状況から、教育課程や施設設備の工夫等により障害種別に応じた 

教育活動が益々推進されることが必要です。 

 イ）清瀬第八小学校における通級指導学級（＊２４）においては、入・退級判定の基準の明確化 

を図るとともに在籍校への支援の強化を図ることが必要です。 

ウ）東京都の特別支援教室構想の実現に向けた取組の推進が必要です。 
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第２章 学校における取組の充実に向けて 

 

１ 学校における総合的な教育体制 

 

（１）教職員の専門性及び資質の向上と特別支援教育コーディネーターの役割の明確化 

 

 ① ねらい 

  【教職員の専門性及び資質の向上】 

 「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）」（平成１９年２月 清瀬市教育委員会）（以

下、「報告書」と記す）では、「教員の職層やライフステージに応じた研修の機会を通して、特別

支援教育に関する制度やＬＤ（学習障害），ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症等の

理解と指導に関わる研修の充実を図ることが必要である。積極的な専門的研修の受講、特別支援

学校教諭免許状の取得等、より一層の資質の向上を図ることが期待される。特別支援教育コーデ

ィネーター連絡会を通して校内体制の整備や校内委員会の充実に向けての研修実施や人材育成を

目指す。」と計画されました。これまで、夏季専門研修会で特別支援教育に関わる講座を毎年実施

してきました。また、都立清瀬特別支援学校による合同研修会へ市内教員が参加してきました。

さらに、平成２３年度より特別支援学級授業改善研修会等市教育委員会主催の研修会へ都立清瀬

特別支援学校教員が参加し、連携を深めてきました。平成２１年度より、特別支援教育巡回指導

員の配置による教員への指導・助言を進めてきました。 

今後、都立清瀬特別支援学校等との連携による研修の充実等、教職員の専門性の更なる向上に

向けた取組を進める必要があります。 

 【特別支援教育コーディネーターの役割とさらなる資質向上】 

報告書では、「校長の指名により特別支援教育コーディネーターを校務分掌に位置付けるととも 

に、その資質向上が必要であり、そのための取組を市教委主催研修会等を通して推進すること」

が計画されました。すでに、特別支援教育コーディネーターの全校配置は終了しています。 

また、平成１９年度より特別支援教育コーディネーター対象の連絡・研修会を年間実施してき

ました。今後、さらに特別支援教育コーディネーターの資質向上を図るための取組を推進する必

要があります。あわせて、複数指名も視野に入れて特別支援教育コーディネーターの育成ととも

に体制の強化を図ることが必要です。 
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項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

 

 

教職員の専門性

及び資質の向上

と特別支援教育

コーディネータ

ーの役割の明確

化 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

特別支援学級設置 

校長連絡・研修会（副

校長連絡・研修会） 

の立ち上げ 

市内における位置付

け・組織構成の確認と

特別支援教育の推進 

  

特別支援教育コーデ

ィネーターの全校配

置、研修会の実施 

 

校務分掌への位置 

付け･職の明確化 

連絡研修会等 

教職員向け研修会 

全校複数指名  

研修会の実施 

合同研修会への参加 

特別支援学校と連携 

巡回指導員の派遣 

 

ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた 

研修会実施 

市主催研修会実施 

専門家との連携 

各校研修会へ参画 

  

 

② 具体的な教職員の専門性及び資質の向上と特別支援教育コーディネーターの具体的な役割 

  ア）管理職の専門性及び資質の向上を図ります。 

   ⅰ 特別支援学級設置校長連絡・研修会（副校長連絡・研修会）を特別支援教育推進に係 

る中心的組織として位置付けるとともに校長会（副校長会）への伝達機能をもたせ、校 

長会（副校長会）での研修等の一部を主催します。 

   ⅱ 特別支援学級設置校長会（副校長会）は拠点校の校長（副校長）をもって組織し、グ 

ループ内各校の特別支援教育推進、人材育成、研修会、校内委員会運営等をリードしま 

す。 

ⅲ 個別の教育支援計画・個別指導計画の作成に資する関係機関との連携の在り方を内容 

とした研修会を実施します。 

  イ）特別支援教育コーディネーターの役割を明確にし、専門性及び資質の向上を図ります。 

 ⅰ 校務分掌における特別支援教育コーディネーターの位置付けを校内委員会主任とし、 

主幹（養護）教諭又は主任（養護）教諭をもって充てることを通して定期的な開催とと 

もに不定期開催を可能とします。 

 ⅱ 特別支援教育コーディネーターの複数指名を実施します。 

 ⅲ 特別支援教育コーディネーター連絡・研修会を、関係機関との情報共有の場としても 

活用します。 

ⅳ 特別支援教育コーディネーターの能力に応じた段階的研修を実施し、コミュニケーシ 

ョンスキルや組織運営、対外的な連絡・調整等の能力を身に付けさせることで、資質向 

上を図ります。また、学期ごとに都立清瀬特別支援学校へ特別支援教育コーディネー 

ターを派遣し、特別支援教育の実際を学ぶ機会とします。 
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  ウ）教職員の専門性及び資質の向上を図ります。 

   ⅰ 特別支援教育をテーマとして、教員のライフステージに応じた研修の体系化を図りま 

す。 

 

 

 

 

 

 

○若手教員育成研修（１年次から３年次まで）で、特別支援教育の実践力を段階的に高める研 

修を実施します。 

○清瀬教師塾に特別支援教育の理解を深め実践力を高める内容を位置付けます。 

○東京都公立学校教員10年経験者研修・養護教諭研修（10年経験者）の清瀬市教育委員会実 

施研修に特別支援教育にかかわる研修を位置付けます。 

○新任主幹教諭研修、新任主任教諭研修に特別支援教育にかかわる研修を位置付けます。 

○新任管理職研修会、新教育課題研修会（校長・副校長対象）に特別支援教育に関わる研修を 

位置付けます。 

○その他の研修会では、以下のように特別支援教育に関わる研修会を実施します。 

 ・三市教職員宿泊研修に特別支援教育に関わる研修を位置付けます。 

 ・夏季専門研修会で特別支援教育の理解啓発を内容とする研修会を毎年実施し、若手教員 

（３年次）の受講を悉皆とします。 

 ・特別支援学級授業改善研修会の内容を検証し、特別支援学級の教育課程、教育内容、指導 

方法等のさらなる充実を図ります。 

 ・都立清瀬特別支援学校主催合同研修会への市内教員の参加をさらに活性化させ、研修会へ 

の各校１名の教員の参加を悉皆とし、清瀬市在職中に最低１回は受講するようにします。 

・特別支援教育コーディネーターを対象として、個別の教育支援計画及び個別指導計画作成 

に資する校内委員会組織の運営力向上を内容とした研修会を実施します。 

・教員を対象として、個別の教育支援計画及び個別指導計画作成に資する児童・生徒の観察 

の視点を内容とした研修会を実施します。 

・特別支援教育コーディネーター制度の理解啓発を図るための教職員対象研修会を実施しま 

す。（夏季専門研修会 等） 

・市内特別支援学級を教員が参観する機会を設け、通常の学級を担任する教員等が特別支援 

教育の理解を深め実践力を高める機会とします。（清瀬教師塾） 

・市内特別支援学級教員が通常の学級を参観する機会を設け、相互理解を図ります。（清瀬教 

師塾） 
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 エ）研修内容の充実を図ります。 

   ⅰ 特別支援学級設置校長・副校長連絡・研修会、特別支援教育コーディネーター連絡・ 

研修会、特別支援教室担当者研修会等を通して児童・生徒、保護者に対するコミュニケ 

ーションスキルを身に付ける研修を実施し、学校と保護者が協力して特別支援教育を推 

進するようにします。 

   ⅱ 各種研修会には指導主事、スクールカウンセラー、就学相談員、特別支援教育巡回指 

導員、スクールソーシャルワーカー（＊２５）、特別支援学校特別支援教育コーディネータ 

ー等の専門家を必ず１名は参画させることで研修内容の充実を図ります。 

   ⅲ 各校における研修会や校内委員会には指導主事、スクールカウンセラー、就学相談員、 

特別支援教育巡回指導員、スクールソーシャルワーカー、特別支援学校特別支援教育コ 

ーディネーター等の専門家を積極的に派遣し、内容の充実を図ります。 

オ）東京都における人事交流を積極的に活用し、市内の教育活動の活性化を図ります。 

 東京都の公募制度等を活用し、特別支援学校、特別支援学級と通常の学級間での異校種間 

異動を活発に行い、相互啓発につなげます。 
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（２）校内委員会の充実 

 

 ① ねらい 

  【校内委員会】 

  報告書では、「校内委員会の全校設置、校務分掌への位置付け」が計画されました。すでに、 

校内委員会が全校に設置されるとともに校務分掌に位置付けられてきています。今後、校内委 

員会のさらなる充実に向けた取組を推進することが必要です。 

 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

校内委員会の充実 

 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

 

全校設置 

校務分掌への 

位置付け 

 

各校の現状と 

課題の把握 

充実のための

具体的方策の

検討 

 

 

校内委員会 

機能の強化 

 

 

 

 

 ② 校内委員会の具体的な在り方 

  ア）各校の現状と課題を把握し、充実のための具体的方策を検討します。 

ⅰ 各校における特別支援教育コーディネーター及び校内委員会の位置付け、開催回数、 

参画者、効果等を検証することを通して課題を把握し、解決のための方策を検討・立案 

します。 

ⅱ 各校における課題を解決するための方策を、特別支援学級設置校長・副校長連絡・研 

修会、特別支援教育コーディネーター連絡・研修会、特別支援教室担当者研修会、教務 

主任会等を通して周知・徹底します。 

ⅲ 各校における校内委員会運営強化を図るための方策を実施します。 

イ）校内委員会の機能を強化するために、以下のことを進めます。 

 ⅰ 校務分掌における校内委員会の位置付けを常設委員会とし、特別支援教育コーディネ 

ーターの主催により定期的な開催とともに不定期開催を可能とします。 

 ⅱ 校内委員会を特別支援教育コーディネーターが主体となって進め、対外的な連絡・調 

整をさらに進めます。 

 ⅲ 校内委員会へのスクールカウンセラー、就学相談員、特別支援教育巡回指導員、スク 

ールソーシャルワーカー等の参画を活性化します。 
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２ 教育内容・方法の充実 

 

（１）個別の教育支援計画及び個別指導計画のさらなる活用 

 

 ① ねらい 

  【個別の教育支援計画】  

  報告書では、「就学支援シートの活用により幼稚園・保育園等と小学校が連携していくこと、

小学校から中学校・高等学校等に進学するときの「個別の教育支援計画」、「個別指導計画」を

活用した指導、支援の引継ぎ、就学相談・転学相談・通級判定における個別の教育的支援が必

要なケースの継続的な経過観察と相談フォロー体制の整備、個別指導計画に基づく個に応じた

指導の充実を図ること」が計画されました。これまで、本市独自の就学支援シートを作成する

とともに幼稚園・保育園・小学校間での引継ぎ資料として活用を図ってきています。 

また、平成１９年度より「保育園・幼稚園・小学校合同の教員研修会」を毎年実施し、連携

の強化を進めてきました。現在は、個別の教育支援計画を学校が作成することを進めています。

今後、就学支援シートの活用をさらに促進し、幼稚園・保育園から小学校への円滑な引継ぎの

充実を図ることが必要です。あわせて、「保育園・幼稚園・小学校合同カリキュラム検討委員会」

を設置し、カリキュラムの接続を図っていく必要があります。 

今後、特別支援教育巡回指導員・就学相談員が個別の教育支援計画への指導・助言を進め、

全ての学校で個別の教育支援計画が作成されるようにする必要があります。  

【個別指導計画】 

報告書では、「小・中学校の通常の学級に在籍する発達障害の児童・生徒への対応を考える

と、「いつ」「どこで」「誰が」「どのように」指導、支援するのかを明確にするためにも、関係

者の共通理解の下、個別の教育支援計画及び個別指導計画に基づいた指導、支援を行う必要が

ある。」とされました。これまで、通常の学級における特別な指導、支援を必要とする児童・

生徒の個別指導計画の作成を推進してきていますが、十分ではありません。今後、特別支援教

育巡回指導員・就学相談員等が学校で作成する個別指導計画を支援することで、特別な支援が

必要な児童・生徒全員に対して作成できるようにする必要があります。 

また、報告書では、「通級指導学級では、適切な目標や支援の手立てを考えるため、保護者・

在籍校・設置校が共通理解を図るため、担任間での指導の一貫性確保のため、引継ぎのため、

説明資料のために個別指導計画を作成している。」としています。これまでも、通級指導学級

においては個別指導計画が作成され、報告書に示された内容が推進されてきました。今後、個

別指導計画の内容の充実及び活用の促進のために、特別支援教育巡回指導員・就学相談員等に

よる支援のさらなる充実を図る必要があります。 
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項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

個別指導 

計画・個別

の教育支援

計画の 

さらなる 

活用 

 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

就学支援シートの 

活用 

就学支援シートの活用

と個別の教育支援計画

への引き継ぎ 

 

 

 

 

 

 

個別の教育支援計

画･個別指導計画

の適宜作成 

 

学務課･指導課 

(指導事務係)所管 

各様式と対象者の規

定、様式の作成・活用 

  

担当部署を教育相談 

センターへ移管 

教育相談センター

による運営 

 

保・幼・小合同カリキュラム

作成委員会設置・検討開始 

カリキュラム 

作成・試行 

カリキュラ

ム実施 

 

② 個別の教育支援計画及び個別指導計画の具体的な活用の在り方 

＜個別の教育支援計画と個別指導計画の関係＞ 

教育相談センター内への特別支援教育担当部署の設置と指導主事、就学相談員等の配置によ

り、これまで指導課指導事務係及び本市市役所配置の指導主事が担ってきた個別の教育支援計画

及び個別指導計画作成指導、関係機関との連携強化、研修会運営等を教育相談センターが担うこ

ととなります。また、内容的に繋がりがあることから、個別の教育支援計画と個別指導計画につ

いては同時に計画を進めます。 

 ア）各様式を市の様式として統一して使用します。 

ⅰ 就学支援シートの扱いは継承し、小学校入学時に個別の教育支援計画へ内容を引き継ぐ 

（就学支援シートの内容を基に個別の教育支援計画を作成する）こととします。 

ⅱ 個別の教育支援計画、個別指導計画ともに、教育委員会事務局が様式についての研究を 

進め、市の様式として統一します。 

ⅲ 平成２５年度から市の様式が統一されるまでの間は、個別の教育支援計画の様式は東京 

都教育庁指導部が作成したものを市の共通様式として使用します。 

ⅳ 平成２５年度から市の様式が統一されるまでの間は、個別指導計画の様式は東京都教育 

庁指導部が作成したものを市の共通様式として使用します。 

 イ）各様式を作成する対象児童・生徒を明確に規定します。（その他の児童・生徒の各様式を作 

成することを妨げるものではありません。） 

ⅰ 乳幼児期の就学前期間に療育機関を利用している幼児、教育、保健、医療、福祉の各機 

関で作成することが必要と判断した幼児について、就学支援シートを作成します。 

ⅱ 就学指導委員会、通級指導学級入級判定委員会で作成することが適切と判断した児童・ 

生徒について、個別の教育支援計画及び個別指導計画を作成します。 

  ⅲ 特別支援教室を活用した指導を進める児童・生徒は原則として個別指導計画を作成する 

こととします。 
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  ⅳ 校内委員会の判断により学級経営補助員の配置申請をした児童・生徒は、原則として個 

別の教育支援計画及び個別指導計画を作成することとします。 

 ウ）各計画の作成について、教育委員会は以下の支援を行います。 

  ⅰ 個別の教育支援計画にかかわる福祉、医療、保健、労働等の関係機関と本市の個別の教 

育支援計画についての共通理解を図り、個別の教育支援計画及び個別指導計画作成・活用 

において共通実践を可能とする連絡体制を構築します。 

  ⅱ 教育相談センターに特別支援教育（就学相談・支援）を担当する部署を設置し、教育相 

談センター内特別支援教育担当部署に学校や関係機関との調整、事務、関係研修会の開催 

等を担う指導主事１名と就学相談活動時の教育相談室やスクールソーシャルワーカーとの 

連携を強化する就学相談員を置きます。 

  ⅲ 教育相談センター特別支援教育担当部署（心理士、特別支援教育巡回指導員、スクール 

ソーシャルワーカー、指導主事等）から各校校内委員会へ、児童・生徒の観察や計画作成 

について支援を進めます。《専門家チーム》（＊２６） 

エ）就学支援シートと個別の教育支援計画、個別指導計画の接続を円滑にするカリキュラムを 

作成します。 

 保育園、幼稚園、小学校合同カリキュラム作成委員会を設置し、「保育園・幼稚園から小 

学校への円滑な接続を図り、小１プロブレムの解消や障害の早期発見を推進するための 

保・幼・小接続カリキュラム」を作成し、試行します。また、市内のベーシックプログラ 

ムとして、合同カリキュラムを実施します。 
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第３章   教育委員会の取組の充実に向けて 

 

１ 特別支援教育体制の整備 

 

（１）特別支援教室の整備・充実と通級指導学級の今後の在り方について 

 

 ① ねらい 

報告書では、「〔特別支援教室Ⅰ〕固定的に配置された教員が知的障害、情緒障害など同じ障害

のある複数の児童・生徒を対象に、固定的な小集団で、週のほとんどの時間の指導を行う。個々

の児童・生徒の個別指導計画に基づき、通常の学級との交流を行ったり、通常の学級において指

導を受けさせたりするなど、一人一人の児童・生徒に応じた柔軟な指導体制を進める。 

また、障害が重複しており、他の障害に対する支援が必要な児童・生徒に対しては、特別支援

学校等からの巡回による指導が可能な体制を整備することが必要である。 

現在の固定の心身障害学級（小学校２校、中学校１校）を特別支援教室Ⅰと位置付け、巡回指

導・支援等の拠点としての役割を担うこととしたい。 〔特別支援教室Ⅱ〕固定的に配置された

教員が、通級してくる情緒障害、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の障害のある児童・生徒を対

象に、専門的な施設・設備を備えた教室で、小集団または個別に、週の必要な時間の指導を行う。

特別支援教室に通うことが困難な児童・生徒や、少ない指導時数で十分な児童・生徒については、

担当教員が巡回による指導を行ったり、在籍する学級担任に助言を行ったりするなどして、一人

一人の児童・生徒に応じた柔軟な指導体制を構築していく必要がある。現在の通級指導の心身障

害学級（小学校１校）を特別支援教室Ⅱと位置付け、巡回指導・支援等の拠点としての役割を担

うこととしたい。 〔特別支援教室Ⅲ〕ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含め、障害のある児

童・生徒が、原則として通常の学級に在籍し、教員の適切な配慮、ティーム・ティーチング、個

別指導や学習内容の習熟に応じた指導などの工夫により通常の学級において教育を受けつつ、必

要な時間に特別な指導を受ける教室を各校に配置していきたい。  

〔巡回による指導〕巡回による指導を行うにあたっては、特別支援学校から具体的な支援、教

育課程への位置付け、授業時間の調整、指導にあたる教員等の確保、教育相談員等専門家チーム

の派遣、具体的に円滑な実施を確保するための仕組みについて検討を進める必要がある。」と計画

されました。また、特に特別支援教室Ⅲへの支援策として、「校内委員会と特別支援教育コーディ

ネーターの充実、特別支援教室Ⅰ・Ⅱ、特別支援学校等による巡回指導、専門家チーム・巡回相

談の体制整備、スクールボランティア・学級経営補助員等による支援の強化」が必要とされまし

た。これまでに、市内全小学校に特別支援教室Ⅲを設置し、都採用非常勤教員により指導が進め

られる体制を整備しました。今後、東京都特別支援教室構想をにらんだ清瀬版特別支援教室の在

り方をさらに検討し、小・中学校の特別支援教室Ⅲの円滑な運営と効果的な指導を実現させるこ

とが必要です。 
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項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

特別支援教室

の整備・充実 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

特別支援教室Ⅲ

の全小学校への

設置 

 

特別支援教室の活用方

法、指導内容･方法の 

研究 (モデル校A) 

 通級指導学級 

教員による 

巡回指導開始 

都費非常勤教員

の全特別支援 

教室への配置 

都費非常勤教員の継続 

配置と東京都との調整 

  

 

 

 

中学校特別支援教室の

指導内容・方法の研究 

設置準備 (モデル校B) 

 中学校特別支援 

教室運営開始 

通級指導学級

の今後の 

在り方 

通級指導学級

（第八小学校

内）の教育 

活動の推進 

巡回指導内容・方法の 

研究 （モデル校C） 

 小学校巡回指導 

開始(中学校巡回

指導は平成28年

度以降開始) 

入級判定員会に 

よる通級指導 

学級入級判定 

通級指導学級及び特別

支援教室の入退級判定

基準の研究 

（モデル校A・B） 

 特別支援教室入退

級判定委員会 

の各校実施と 

専門家チーム参加 

 小学校巡回指導グルー

プと拠点校の決定 

中学校拠点校の決定 

拠点校の役割の研究 

（モデル校C） 

 拠点校及び巡回 

指導グループの 

運用開始 

② 特別支援教室と通級指導学級の具体的な在り方 

 【モデル校A（小学校）】 

 ア）特別支援教室の在り方（自立活動及び教科の補充等）を研究します。 

  ⅰ 特別支援教室の設置目的を明確にするとともに、その活用方法について特別支援学級授 

業改善研修会とともに研究を進めます。 

  ⅱ 特別支援教室担当職員と巡回指導担当教員が協力した指導の内容や方法について研究を 

進めます。 

 イ）通級指導学級及び特別支援教室の入退級判定基準及び適用期間を明確にします。 

通級指導学級及び特別支援教室の入退級判定基準について、これまでの本市における実績 

と東京都の基準を参考にしながら通級指導学級入級判定委員会とともに研究を進め、平成２ 

７年度を目途で運用を開始します。 
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 【モデル校B（中学校）】 

 ア）特別支援教室の在り方（自立活動及び教科の補充等）を研究します。 

  ⅰ 特別支援教室の設置目的を明確にするとともに、その活用方法について特別支援学級授 

業改善研修会とともに研究を進めます。 

  ⅱ 特別支援教室担当職員と巡回指導担当教員が協力した指導の内容や方法について研究を 

進めます。 

イ）全中学校に特別支援教室を設置します。 

   中学校特別支援教室の指導内容・方法について研究を進めるとともに設置準備を進め、平 

成２７年度を目途で全中学校に特別支援教室を設置します。 

 ウ）特別支援教室の入退級判定基準及び適用期間を明確にします。 

特別支援教室の入退級判定基準について、これまでの本市における実績と東京都の基準を 

参考に入級判定委員会とともに研究を進め、平成２８年度を目途で運用を開始します。 

【モデル校C（通級指導学級）】 

 ア）通級指導学級に巡回指導の機能をもたせます。 

   通級指導学級（第八小学校内）を巡回指導の拠点として位置付け、巡回指導内容・方法等

についてモデル校１校を指定して研究を進めるとともに、小学校は平成２７年度、中学校は

平成２８年度を目途に通級指導学級教員による巡回指導を開始します。 

 イ）巡回指導は市内各校をグループ分けして行います。 

  ⅰ 小学校巡回指導グループを学校間の距離から３つのグループに分け、各グループに拠点 

校を置きます。 

  ⅱ 中学校巡回指導は１グループ若しくは２グループに分け、拠点校を置きます。 

  ⅲ 拠点校はグループ内の特別支援教育の推進についてリーダー的な役割を担い、各校を指 

導・助言します。 

  ⅳ 拠点校の役割と各校の指導方法等について、特別支援学級設置校長会（副校長会）とと 

もに研究を進め、小学校は平成２７年度、中学校は平成２８年度を目途で運用を開始しま 

す。 

 【その他】 

ア）特別支援教室担当職員（都費非常勤教員）の特別支援教室への配置について東京都と調整 

を進めます。 

 イ）特別支援教室を設置する各校では、通級指導学級通級児童の特別支援教室での指導時間数 

と指導内容の拡大について検討を進めます。 

 ウ）平成２７年度より特別支援教室の入退級判定委員会は各校の校内委員会で行われることに 

ともない、その判定には専門家チームが参加することとします。  

    ※ 巡回指導担当教員の小・中学校拠点校への配置と巡回指導の開始時期は小学校を平 

成２７年度、中学校を平成２８年度と計画していますが、巡回指導担当教員の配置に 

関わる東京都の施策の推移を見据えた中で柔軟に対応します。 
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（２）固定学級の今後の役割について 

 

 ① ねらい 

 報告書には特に示されておりませんが、今後の特別支援教室との関係を考え、固定学級が受け

入れる児童・生徒の障害種別や障害の多様化に応ずる在り方を検討する必要があります。この場

合、特別支援教室や通級指導学級、巡回指導（平成２７年度から）における指導では、障害の状

態の改善が困難と思われる児童・生徒を対象とすることとなります。 

 また、障害種別に応じた教育課程を編成し、適切な教育内容や指導方法をさらに明確に確保す

るために、現在は併設されている知的障害特別支援学級と自閉症・情緒障害特別支援学級を分離

し、その教育課程や教育内容や指導方法を明確にした指導を展開する必要があります。 

 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

 

 

固定学級の 

今後の役割 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

 

知的障害特別 

支援学級及び 

自閉症・情緒 

障害特別支援 

学級における 

教育活動の推進 

知的障害特別支援

学級の研究 

（研究指定２校） 

 

 

 

 

自閉症･情緒障害特

別支援学級の研究 

（研究指定２校） 

 

 

 

 

 

 

障害種別等に応じ

た固定学級設置条

件の研究 

小学校特別支援学級

（固定）の障害種別

ごとの施設分離 

中学校特別支援学級

（固定）の障害種別

ごとの施設分離 

  

 

小学校を３グループとした巡回指導 各校の特別支援教室 

巡回指導対象判定基準 

(校内委員会と専門家チー

ムで判定会を実施) 

巡
回
指
導
担
当

教
員
に
よ
る 

社
会
性
の
指
導 

困り感 

困り感 

固定学級 

特
別
支
援
教
室 

担
当
教
員
に 

よ
る
補
習
指
導 

自立へ 

教育課程作成・届 

補習指導対象外児童･生徒が巡回指導の

判定を受けることを想定する。 

補習指導対象判定基準 

(校長が判定を実施) 

拠点校 

が３校

を巡回 

A校 

B校 C校 
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② 今後の固定学級の具体的な在り方 

  ア）特別支援学級（固定学級）の今後の在り方を研究し、明確にします。 

   ⅰ 知的障害特別支援学級における教育課程及び教育内容、指導方法等について研究校２

校を指定し、研究を進めます。 

   ⅱ 東京都研究指定校「自閉症・情緒障害特別支援学級における教育課程の研究・開発事

業」（平成２４・２５年度）の研究成果をもとに、自閉症・情緒障害特別支援学級の教育

課程及び教育内容、指導方法について研究校２校を指定し、研究を進めます。 

  イ）障害種別ごとの固定学級の施設を分離します。 

   ⅰ 移転先の施設を既設置校内、既設置校外の両面から検討を進めます。 

   ⅱ 小学校２校に設置されている自閉症・情緒障害特別支援学級の設置場所を変更します。 

   ⅲ 中学校１校に設置されている自閉症・情緒障害特別支援学級の設置場所を変更します。 

  ウ）障害種別に応じた教育課程、教育内容、指導方法についての研究を進めます。 

    固定学級において、より適切な教育内容を実践するとともに、市内の特別支援教育の指 

導方法を発信できる機関とします。特に自閉症・情緒障害特別支援学級における教育課程 

については、平成２４・２５年度の東京都からの研究指定を受けている清瀬第七小学校の 

研究成果をモデルとします。 

  また、知的障害特別支援学級は「教科等を合わせた指導が進められる機関であること」 

や、自閉症・情緒障害学級は「社会性の指導を軸として教科の補充も進められる機関であ 

ること」を踏まえた上で、障害種別に応じた教育課程、教育内容、教育方法についての研 

究を進めます。 
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２ 相談及び支援体制の整備・充実に向けて 

 

（１）教育相談センターの総合相談支援センター（仮称）化に向けて 

 

 ① ねらい 

 報告書では、「教育相談室は特別支援教育コーディネーターや校内委員会と連携し、本来の教育

相談活動と並行して、学校と他の機関とのコーディネーターになることが求められる。障害のあ

る児童・生徒の視点に立ったより効果的な教育的指導と支援ができるよう、教育相談の機能充実

を図ることが必要となる。」と計画されました。これまでの実践に立脚し、利用者の利便性に配慮

した教育相談センタ－の総合相談支援センター構想の具体化に向けて検討します。今後、教育相

談室及び小学校スクールカウンセラーの在り方の変更を基に総合相談支援センター構想の実現に

向けての取組を推進することが重要です。 

【総合相談支援センター構想の目的と全体計画】 

 ア）教育委員会と市長部局、及び医療・福祉・教育・心理が連携・協同し、誕生から１８歳ま 

での子育て、生き方、保育・教育等に関する相談・支援を一貫して行う総合相談支援センタ 

ーを設置します。 

イ）平成２５年度から平成２７年度までを第一期として、部局をまたいだプロジェクトチーム

を立ち上げて既存の相談・支援期間の成果等を検証するとともに、機能・位置付け・設置場

所・人員体制等を検討してきます。平成２８年度から平成２９年度までを第二期として、市

長部局と教育委員会の協同による清瀬市総合相談支援センターとしての組織立ち上げの準備

期間とします。平成３０年度に清瀬市総合相談支援センターを開設します。 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

 

 

教育相談 

センターの 

総合相談支援

センター化 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

教育相談室の 

週５日相談体制

の実現 

総合相談支援センタ

ーへ移行(市雇用指導

主事新規配置) 

総合相談支援セン

ター移行（特別支援

教育機能移管） 

第二期移行、 

完全実施に向けた 

検討開始 

スクールカウン

セラー全校配置 

事業の効果検証  第二期移行、完全

実施に向けた 

検討開始 SSWｒ配置 事業の効果検証 医師の配置 

教育相談室から 

学校への支援 

専門家チームの 

構成・役割の研究 

 専門家チーム発足 

関係機関の連携 

推進 

PTの立ち上げと 

各機関の機能検証 

 第二期移行、完全

実施に向けた 

検討開始 
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 ② 総合相談支援センター化構想 

【第一期】 

現教育相談センターを各機関との連 

携を強化することで、総合相談支援セ 

ンターの機能・効果のシミュレーショ 

ンを行います。 

ア）人的支援 

    市雇用指導主事と小児科医師 

（発達専門）を各１名、総合相談 

支援センターに配置し、ケースマ 

ネジメント、指導・支援マネジメ 

ント等を進めます。 

   本構想の充実に資する教育アド 

バイザー等の人的配置を進めます。 

  イ）設置場所の検討 

    交通等市民サービスの観点を重視した候補地を検討します。 

  ウ）関係機関の理解と業務整理 

    教育委員会と市長部局によるプロジェクトチームを設置し、現行の各相談・支援機関の 

課題の整理と解決策の立案、業務の整理及び具体化に向けた第二期実施計画を立案します。 

  【第二期】 

  プロジェクトチームにより、総合相談支援センター構想第二期実施計画について検討を進め 

ます。その、主な内容は、次のように考えています。 

  ア）組織再編を視野に入れた部署の設置と位置付けについて。 

  イ）組織を統括する者の人選及び具体的な組織機構の在り方について。 

  ウ）臨床心理士、スクールソーシャルワーカー、就学相談員、教育アドバイザー等の、必要 

とされる人員について。 

  エ）その他、本構想実現に向けた事項について。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合相談支援センターに向けた第１期における組織（案）

指導主事（市費・新規）

【相談班】＊市民からの相談の総合窓口
＜対象＞本人、保護者、保育士、教員、地域住民
＜業務＞来所相談・電話相談・メール相談の受付
＜相談員＞臨床心理士、社会福祉士、退職校長等

【適応指導班】
＜対象＞小中学生
＜指導員＞退職教員
＜業務＞
不登校児童生徒の
学校復帰支援

【特別支援班】
＜対象＞
特別な支援を要する
児童生徒、学生もしく
は保護者、保育士、教
員
＜業務＞
①就学相談～就労に
至るまでの相談
②保幼小中に対する
巡回相談
③発達検査 他

【心理班】
＜対象＞
心理的ケアを必要とす
る児童生徒、学生もしく
は保護者、保育士、教
員
＜業務＞
①心理相談
②知能検査等
③ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ(兼務)

【社会福祉班】
＜対象＞
福祉的ケアを必要とす
る児童生徒、学生もしく
は保護者
＜業務＞
①面談、訪問等を通し
た環境調整
②社会資源の掘り起こ
し 他

【連携先】

都立特
支学校

保幼・小
中学校

とことこ等
療育施設

障害者福
祉ｾﾝﾀｰ

障害者就労

支援ｾﾝﾀｰ

保健所
保健ｾﾝﾀ

児童相
談所

子供家庭
センター

医療機関
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「市長部局、教育委員会 

所管部署ごとの運営」 

から 

窓口の一本化と各機関の

機能発揮による 

「オール清瀬の運営」へ 



 

 24 

（２）就学相談体制の在り方について      ※通級指導学級に関わる計画は、P17に掲載 

 

 ① ねらい 

報告書では、「適切な教育の場（就学先）の提供の視点とともに、就学支援計画等を基に支援を

引き継ぐことを視点に加える相談へと転換を図ることが求められる。就学時健診会場での就学相

談員による児童観察を行う。個別の教育支援計画の活用による新しい就学相談システムを構築す

る。就学指導委員会と通級指導学級入級判定委員会の統合も視野に入れた特別支援教育に即した

委員会の在り方を検討する。」と計画されました。これまでの経過の中で一部改善を図ってきまし

たが、今後も就学システムの在り方を検討し、実践化を図ることとします。 

 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

就学相談体制の 

在り方について 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

就学手続きの流れ

の確立 

就学手続きの見直し 

と実施 

  

就学時健康診断の

流れの確立 

就学時健康診断の 

見直しと実施 

  

就学指導委員会の

機能の強化 

就学指導委員会見直し 

と実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２４年度の就学手続き、入退級手続きの流れ＞ 

４月   第１回就学指導委員会 

１０月   第２回就学指導委員会 （新中１対象） 

１１月   第３・４回就学指導委員会 

      ３月   第５回就学指導委員会 

 

就学指導委員会 

特別支援学級設置校（校長、教諭）、教育委員会（指導

課長、指導主事、指導事務係、就学相談員、巡回指導

員、教育相談員）、清瀬特別支援学校（校長、特別支援

教育コーディネーター）、市内療育機関、専門医 
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 ② 就学相談体制の具体的な在り方 

  ア）教育委員会事務局は、就学指導委員会とともに就学相談手続き全体の流れについて見直 

し、新たな手続きとして実施します。 

  イ）教育委員会事務局は、就学時健康診断時の就学支援シートの活用と専門家チームの参画 

により、障害の早期発見、早期対応と支援に向けた就学時健康診断における就学相談機能 

の充実を図ります。 

  ウ）教育委員会事務局は、構成、開催日数等の見直し、及び、判定基準の明確化を図る等、 

就学指導委員会の在り方を見直し、その機能強化を進めます。 

    ※ 通級指導学級の入退級判定基準は平成２７年度より特別支援教室入退級判定基準へ 

スライドするため、判定母体となる校内委員会組織の在り方を含め、モデル校（A・B） 

が研究を進めます。 

  エ）教育相談、就学相談、転学相談、通級判定における個別の支援が必要なケースについて 

は、個別の教育支援計画を基に教育相談センター（総合相談支援センター）が関係機関と 

協同して、その継続的経過観察及びフォローを行います。 

 

※ 清瀬市では、平成２４年度まで「就学指導委員会」の名称を使用してきましたが、平 

成２５年度より「就学支援委員会」の名称を使用することとします。 

平成２４年度 清瀬市通級指導学級入級の流れ 

 

 １ (保護者) 

 相談申込み書 

２ (校長) 

入級相談申込書 

８ (保護者) 

入級申込み書(様式 3)作

成 → 校長提出 

４ (教育委員会) 

入級判定委員会開催の要請 

３ (教育委員会) 

収受 

５ (委員長) 

入級判定委員会の 

開催 → 判定 

６ (教育委員会) 

結果報告書作成 (様式 2) 

→ 学校長に送付 

７ (学校長) 

報告書受領 → 保護者に様

式 2 写しと入級申込書 

(様式 3)を送付 

９ (教育委員会) 

入級申込み書受領 → 入

級許可通知書作成(様式 4) 

１０ (教育委員会) 

保護者、在籍校長、通級校

長に送付 
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就  学  相  談 

清 瀬 市 教 育 委 員 会 指 導 課 

平 成 ２ ４ 年 ５ 月 ９ 日 

 

お 子 さ ま の 成 長 の こ と 、 発 達 の 偏 り が 原 因 で 教 育 に 不 安 を 感 じ て い る 方 

 

  お 子 さ ま の 就 学 に あ た っ て 、 お 悩 み や ご 心 配 の あ る 方 は 、 ま ず 、 清 瀬 市 教 育 委 員 会 指 導 課 の 窓 口 で ご 相 談 く だ さ い 。 

 

１  相 談 の 窓 口 

① 清 瀬 市 教 育 委 員 会 ・ ・ ・ 清 瀬 市 役 所 ３ 階 ・ 指 導 課 

 

② 相 談 の 予 約 ・ ・ ・ 相 談 に お 越 し い た だ け る 日 時 を 予 め 電 話 で ご 予 約 を 

     電  話  ０ ４ ２ － ４ ９ ２ － ５ １ １ １ （ 内 線  ３ ５ ７ ） 

     担 当 者  就 学 相 談 員 

 

③ 申 込 み 相 談 の 内 容 

(ア) お 子 さ ま の 生 育 歴 、 発 達 の 偏 り 、 就 学 先 の 希 望 、 

特 別 支 援 教 育 へ の 期 待 や 疑 問 、 そ の 他 を 伺 い ま す 。 

(イ) 就 学 相 談 票 、 面 接 票 に ご 記 入 い た だ き ま す 。 

(ウ) 参 考 に 母 子 手 帳 、 障 害 手 帳 を ご 持 参 く だ さ い 。 

(エ) 所 要 時 間 は 、 お よ そ １ 時 間 位 。 基 本 的 に 保 護 者 の 方 を 対 象 と し ま す 。 

(オ) お 子 さ ま の 様 子 を 見 に 行 っ て 、 理 解 を 深 め る た め 、 就 学 相 談 員 等 が 「 事 前 観 察 」 

に 就 学 前 機 関 を 訪 問 し ま す 。 ご 了 承 く だ さ い 。 

 

２  就 学 相 談 （ 予 定 ） 

①  第 １ 回 就 学 相 談 

      １ １ 月 １ 日 （ 木 ）  9 時 か ら （ 各 家 庭 に 具 体 的 な 集 合 時 刻 、 持 ち 物 を 事 前 に ご 連 絡 

し ま す 。 会 場 は コ ミ ュ ニ テ ィ プ ラ ザ ひ ま わ り を 予 定 し て い ま す ） 

②  第 ２ 回 就 学 相 談 

      １ １ 月 ３ ０ 日 （ 金 ）  9 時 か ら （ 各 家 庭 に 具 体 的 な 集 合 時 刻 、 持 ち 物 を 事 前 に ご 連絡 し ま す 。 会 場 は コ ミ ュ ニ テ ィ

プ ラ ザ ひ ま わ り を 予 定 し て い ま す ） 

③ こ の 日 程 以 外 に 適 宜、 小 委 員 会 形 式 に て 行 い ま す 。 

④  就 学 相 談 で 行 う 内 容 

(ａ) 面 接 （ 内 科 医 、 小 児 神 経 科 医 、 校 長 先 生 な ど が 担 当 し ま す 。 計 ３ 回 ） 

 → 親 子 で 受 け ま す 。 

(ｂ) 行 動 観 察 （ 特 別 支 援 学 級 の 担 任 等 が 担 当 ） 

         → お 子 さ ま 単 独 で 受 け ま す 。 

        ・ 運 動 に 関 す る も の （ 縄 跳 び 、 ボ ー ル の 扱 い 、 平 均 台 、 そ の 他 ） 

        ・ 指 示 理 解 、 学 力 に 関 す る も の （ 質 問 に 答 え る 、 書 く 、 数 え る 、 描 く ） 

        ・ 日 常 生 活 に 関 す る も の （ 着 替 え 、 た た む 、 結 ぶ 等 ） 

      ※ 今 年 度 は 、 特 別 支 援 学 級 に て の 体 験 で 合 わ せ て 行 う こ と も 考 え て い ま す 。 
⑤  結果について 

      後日（就学相談後、約１週間位）指導課窓口へお越し願います。 

      面接、行動観察の結果、就学指導委員会としての結論をお伝えします。 

市教育委員会の結果を参考の上、必要に応じて、支援学級および支援学校での見学、 

体験入学等を経て、就学先の最終決定をお願いします。 

（その場で結論をいただいてもかまいません） 

 

３  清瀬市立小・中学校（特別支援学級）へ就学する場合 

①  ひばり学級（清瀬小）、けやき学級・ひのき学級（清瀬七小）、１組（清瀬中）での事前体験入学、 

学校説明会 

②  就学先の決定を指導課へ連絡 

③  就学通知の発送 

 

４  都立学校へ就学を希望する場合 

  ①  就学先の希望が東京都立清瀬特別支援学校（旧清瀬養護学校）や東京都立小平特別 

支援学校（旧小平養護学校）などの場合、清瀬市教育委員会が、必要書類を東京都 

教育委員会（東京都特別支援教育推進室）に提出します。 

  ②  その上で、「東京都教育委員会」から就学相談の連絡があります。 

（※既に保護者の方が就学先について決めている場合には学校就学相談という形をとることになっています。） 

       

５  その他 

①  相談を申し込んでからの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  授業参観等の予定 

学校名 公開授業 運動会 展覧会 

清瀬小・ひばり学級    

清瀬七小・けやき・ひのき学級    

清瀬中・一組    

都立清瀬特別支援学校 学校公開日 

 学校見学日  

体験入学  

都立久留米特別支援学校  

※学校見学や授業参観を考えている方は、事前に学校まで確認をして下さい。 

 

保

護

者 

清瀬市 

教  育 

委員会 

 

就 学 相 談

担   当

  

ひばり学級 

けやき学級 

ひのき学級 

選択の 

お子さま 

清瀬市 

教  育 

委員会 

☆特別支援学級 

・ひばり学級 

・けやき学級 

・ひのき学級 

・一組 

都立学校 

選択の 

お子さま 

東京都 

教  育 

委員会 

★盲学校、ろう学

校、特別支援学校 

・清瀬 

・小平 

・久留米 

平成24年度に使用した通知。就学手続きの 

見直しに伴い修正を検討していく。 
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３ 施設等の整備 

 

① ねらい 

 中学校への特別支援教室設置や総合相談支援センターの設置、固定学級の分離設置等を見据え、

今後の特別支援教育の円滑な運営を図るために施設・設備の整備を適切に進めなければなりませ

ん。 

 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

 

 

施設等の整備 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

教育相談センター

（レインボーひま

わり）の充実 

総合相談支援センタ

ー化への協議・検討の

開始 

特別支援教育の 

機能移管 

第二期移行、完全実

施に向けた検討開始 

全小学校特別支援

教室の設置 

中学校特別支援教

室設置を見据えた

各校施設の選定 

中学校各校施設の

整備 

中学校特別支援 

教室運営開始 

 障害種別に応じた 

固定学級設置条件

の研究 

小学校特別支援学

級（固定）の障害種

別ごとの施設分離 

中学校特別支援学

級（固定）の障害種

別ごとの施設分離 

 

② 施設等の整備の具体的な在り方 

  ア）市長部局と教育委員会によるプロジェクトチームを設置し、総合相談支援センター構想 

の具現化を図ります。 

   ⅰ プロジェクトチームにより、設置場所を含め、具体的な機能、位置付け、人員体制、 

支援の範囲等を検討していきます。 

   ⅱ 総合相談支援センター化構想に基づき、特別支援教育機能の移管を進めます。 

  イ）市内中学校内での特別支援教室設置場所の確保と整備を進めます。 

ⅰ 各校における施設の選定を進めます。 

ⅱ 各校における施設選定は、施設耐震化の進捗状況を見据えて検討します。 

ⅲ 各校における施設選定は、学校選択制の導入による生徒数の推移及び現存する空き教 

室の状況等を見据えて選定を進めます。また、特別支援教室設置場所の確保が困難な場 

合には、当該中学校の特別支援教室設置を延伸することも検討内容に含めます。 

ⅳ 各校における施設整備を進めます。 
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ウ）障害種別に応じた教育課程、教育内容、指導方法をさらに充実するための施設分離を進 

めます。 

   ⅰ 移転先の施設を、既設置校内、既設置校外の両面から検討を進めます。 

ⅱ 小学校知的障害特別支援学級、自閉症・情緒障害特別支援学級については、全市的視 

点から在籍児童数を見据えた中で、その適切な設置の在り方を検討します。 

ⅲ 移転先施設の整備を進めます。 
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４ 評価 

 

① ねらい 

 本計画が３カ年計画であることを鑑みて、１年間ごとの形成的評価を進めることにより清瀬市

の実態やニーズに応じた計画となるように修正していくことが必要です。 

 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

評価 19～24年度 25年度 26年度 27年度 

 

第一次実施計画の

見直しと 

第二次実施計画 

立案 

評価組織の検討・ 

立ち上げ 

評価の実施と計画の修正 

  

平成28年度以降の 

推進計画立案組織の検討 

立案組織の 

立ち上げ 

平成28年度以降

の推進計画立案 

 

②本計画の検証と評価の在り方 

  ア）実態と変容からみた本計画の妥当性を、毎年検証・評価します。 

 ⅰ 平成２４年度に立ち上げた本計画検討委員会をそのまま「本計画検証・評価委員会」 

（仮称）として機能させることも視野に含め、本計画の妥当性を検証・評価する組織を 

立ち上げます。 

   ⅱ 本計画の検証・評価及び修正の内容について、教育に関する学識経験者からの知見を 

得ることに努めます。 

ⅲ 「本計画検証・評価委員会」（仮称）は、本計画の検証・評価方法等について検討する 

とともに、１年ごとに清瀬市の実態と計画推進による変容を見極め、本計画の妥当性を 

検証・評価します。 

   ⅳ 教育委員会事務局は、検証・評価結果を基に本計画を毎年修正し、その都度教育長へ 

報告するものとします。 

   ⅴ 教育委員会事務局は、教育長決裁のもと、修正された本計画を次年度計画として推進 

します。 

  イ）平成28年度以降の本市における特別支援教育を推進するための計画を立案します。 

ⅰ 本計画検討委員会をそのまま「平成28年度以降の推進計画検討委員会」として機能 

させることも視野に含め、平成28年度以降の推進計画を検討する組織を立ち上げます。  

   ⅱ 平成27年度に、平成28年度以降の推進計画立案に係る検討を実施し、第三次実施計 

画として制定します。 
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第４章   関係機関の取組の充実に向けて 

 

１ 副籍制度の充実 

 

① ねらい 

 本市では、平成１９年度より、地域指定校の決定システムの構築により間接的交流（＊２７）を主

とした副籍が進められてきました。今後、副籍制度のより一層の推進を図り、共生地域の実現に

向けた交流及び共同学習を進めて行くことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清瀬市副籍実施要領  

（目的） 

第１条 この要領は、東京都立特別支援学校（以下「特別支援学校」という。）に在籍する児童及び生徒が居住する地域の清瀬市

立小中学校に副次的な籍をもち、交流活動を通じて、地域とのつながりの維持及び継続を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

（１）副籍 特別支援学校の小中学部に在籍する児童及び生徒が居住する市立小中学校に副次的な籍をもつことをいう。 

（２）地域指定校 特別支援学校の小中学部に在籍する児童及び生徒が、副次的な籍を置く市立小中学校のことをいう。 

（３）在籍校 清瀬市に居住する児童及び生徒が在籍する特別支援学校のことをいう。 

（対象者） 

第３条 特別支援学校の小中学部に在籍する児童及び生徒を対象とする。 

（地域指定校） 

第４条 地域指定校は、副籍制度の趣旨を踏まえ、原則として当該児童又は生徒の居住する学区域の小中学校とする。 

（地域指定校の決定） 

第５条 清瀬市教育員会は、副籍を希望する児童又は生徒の在籍する特別支援学校（以下「在籍校」という。）より送付された副

籍希望者名簿を基に仮地域指定校名簿を作成し、当該在籍校に送付する。 

２ 在籍校は、保護者の承諾を得たときは、地域指定校承諾者・変更希望名簿を作成し、清瀬市教育委員会に送付する。 

３ 清瀬市教育委員会は、前項により送付された地域指定校承諾者・変更希望名簿を基に地域指定校を決定する。 

４ 清瀬市教育委員会は、前項により地域指定校を決定した後に当該児童又は生徒の保護者から地域指定校の変更の申出があっ

たときは、保護者と相談の上、新たな地域指定校を決定する。 

（学齢簿への記載） 

第６条 地域指定校の決定後、当該児童又は生徒の地域指定校名を学齢簿に記載する。 

（交流の内容） 

第７条 地域指定校は、間接的な交流として、副籍を置く児童又は生徒と、学年便り、学級便り等を交換する。 

２ 地域指定校は、直接的な交流として、児童又は生徒の実態及び地域指定校の状況に応じて、学校行事及び学級活動への交流

を行なうことができる。 

（交流活動計画の作成） 

第８条 在籍校は、交流の内容を保護者および地域指定校に確認の上、交流活動計画を作成する。 

２ 交流活動計画の変更及び追加については、在籍校の校長が、その旨を地域指定校及び保護者に通知する。ただし、基本的な

実施内容に変更があった場合は、新たに交流活動計画を作成する。 

３ 交流活動計画は、実施年度ごとに作成する。 

（交流活動の実施報告） 

第９条 地域指定校の校長は、在籍校と調整し、各学期末に交流活動実施報告書を作成し、清瀬市教育委員会に提出する。 

（個人情報の取扱） 

第１０条 在籍校は、地域指定校に提供する当該児童及び生徒等に関する個人情報は、交流活動をする目的の範囲で提供するも

のとする。 

２ 地域指定校は、前項により提供された個人情報を適切な管理のもとで取り扱うものとする。 

（地域指定校への指導及び助言） 

第１１条 清瀬市教育委員会は、地域指定校に対し必要に応じて指導及び助言を行うとともに、交流活動について関係資料の提

出を求めることができる。 

（安全管理） 

第１２条 交流活動中の事故等は、独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付の対象とする。ただし、物損等の補

償は対象外とする。 

（実施上の留意点） 

第１３条 地域指定校は、副籍制度の円滑な実施にあたり、異議が生じた場合は、清瀬市教育委員会と協議及び検討を行なう。 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。 

（平成２４年度現在） 
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交流の内容については、報告書では「交流の内容は、「全ての児童・生徒に対して実施する内容」

と「児童・生徒の実態等に応じて実施する内容」がある。いずれも、当該児童・生徒の実態や保

護者の希望、地域指定校の状況を踏まえ、在籍校と地域指定校と協議し、徐々に、できるところ

から「あわてず、あせらず、ていねいに」進めていくものとする。」とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 実施する内容 

全ての児童・生徒に対して  ○学校だよりの交換（間接的な交流） 

 児童・生徒の実態等に応じて実施する内容 

○ 学年だより等や学校行事等の案内の交換、地域行事等の案内の送付（間接的な交流） 

○ 作品や手紙の交換（間接的な交流） 

○ 地域指定校の学校行事等への参加（直接的な交流） 

○ 教科等における交流学習（直接的な交流） 

○ その他地域情報の提供等（直接・間接的な交流） 

② 直接的な交流の際は、安全確保のため、保護者の付き添いを原則とする。 

③ 児童・生徒の実態や希望、地域指定校の状況を踏まえ在籍校と地域指定校の十分な協議及び 

調整を行い個別の教育支援計画に位置付けて実施する。 

 

 地域指定校決定までの手続き 

１ 副籍希望調査（在籍校→保護者） … 在籍校で調査を実施する 

２ 副籍希望者名簿の作成・送付（在籍校→教育委員会） … 在籍校で名簿を作成し、市教 

育委員会へ送付する 

３ 地域指定校の仮決定（教育委員会） … 市教育委員会で名簿をもとに仮の地域指定校を 

決定する 

４ 仮の地域指定校決定通知（教育委員会→在籍校） … 市教育委員会は、仮地域指定校名 

簿を作成し、在籍校へ送付する 

５ 仮の地域指定校の周知と承諾（在籍校→保護者） … 在籍校は、仮の地域指定校を保護 

者に知らせ、承諾を得る 

６ 地域指定校の承諾者・変更希望者の連絡（在籍校→教育委員会） … 在籍校は、承諾者・ 

変更希望者を市教育委員会へ連絡する 

７ 地域指定校の変更先の相談と決定（教育委員会→保護者） … 市教育委員会は、変更申 

し出のあった保護者へ連絡し、相談の上新たな指定校を決定する 

８ 地域指定校の決定（教育委員会） … 市教育委員会は、地域指定校の決定を保護者、在 

籍校、地域指定校、都教育委員会へ通知する 

９ 交流活動計画書の作成（在籍校・保護者⇔地域指定校） 

10 交流活動報告書の作成（在籍校→地域指定校、教育委員会） 

平成２４年度副籍制度実績 

１ 在籍校    清瀬特別支援学校（１８名）、小平特別支援学校（１名） 

２ 地域指定校  清瀬小・芝山小・第三小・第六小・第十小・清明小・第二中・第三中・ 

第四中・第五中 

３ 学年内訳   小学校  １年生２名、２年生１名、３年生１名、 

４年生３名、５年生２名、６年生２名 

         中学校  １年生４名、２年生２名、３年生２名 

（平成２４年度現在） 

（平成２４年度現在） 
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項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

 

副籍制度の 

充実 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

 

副籍制度の推進 

間接的交流 

直接的交流 

各校における副籍

制度と交流及び 

共同学習の推進 

  

副籍事例の集約 

 

副籍事例集の作成 副籍事例集の配布

とさらなる実施 

研修会の実施   

 

② 副籍制度充実の具体的な在り方 

  ア）児童・生徒の理解啓発として、これまでの実績をもとにさらに交流及び共同学習の充実 

を図ります。 

   ⅰ 各校における、副籍等による直接的交流としての交流及び共同学習をさらに推進しま 

す。 

   ⅱ 特別支援学校との連携を密にして、副籍制度を活用する児童・生徒数を増やすように 

します。 

   ⅲ 間接的交流で手紙等を届ける際には地域指定校児童・生徒が届ける等、自然な地域交 

流を発展させます。 

  イ）副籍事例集の作成・配布や、各種研修会の実施をとおして、さらに副籍制度を充実しま 

す。 

   ⅰ 教育委員会事務局が市内小・中学校における副籍制度を充実させるための交流及び共 

同学習の実践を集約し、事例集を作成します。 

   ⅱ 事例集の配布を通して、市内小・中学校や在籍校の副籍制度に対する理解を深めます。 

ⅲ 教職員の資質向上を図るための各種研修会で副籍制度をテーマとした研修会を実施し、 

教職員の副籍制度の理解を深めます。 

   ⅳ 児童・生徒への理解・啓発活動を活性化し、地域指定校児童・生徒の特別支援教育に 

対する理解を深め、副籍制度を充実させます。  
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２ 専門家チームによる学校支援について 

 

（１） 巡回相談等専門家及び人的支援による学校支援の在り方について 

 

① ねらい 

 特別支援学校との連携について、報告書では、「清瀬養護学校特別支援教育コーディネーターの

役割、特別支援学校のセンター的機能の具体的内容、就学前・早期相談機能、就学支援機能、教

育相談・教育支援機能、理解啓発・研修機能」が計画されました。これまで、清瀬特別支援学校

からセンター的機能としての支援を受け、清瀬市特別支援教育巡回指導員とのティーム支援を行

ってきました。今後、広範囲にわたる実践を整理し、残された課題の解決を図ることが必要です。 

関係機関との連携について、報告書では、「コーディネーター、養護教諭、スクールカウンセラ

ー、学校内の人材はもとより、医師等の外部の専門家の総合的な活用を図ることや福祉、医療等

関係機関との連携・協力を進め、有機的なネットワークを構築する必要がある」と計画されまし

た。保育園・幼稚園・小学校の連携を進める意味から相互授業参観・情報交換に結び付けるため

の保・幼・小合同研修会が立ち上げられました。一方で、市内にある大学との学級経営支援事業

を通した連携も進められてきています。子ども家庭支援センター・子どもの発達支援・交流セン

ターとの連携も推進されてきました。学校内のみでの対応が困難な場合には、学校外から専門的

な助言・支援や連絡・調整を行うことが必要とされています。特に、通常の学級に在籍している

学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等の疑いがあり、行動面、学習面、集団参加の面

などで特別な配慮が必要な児童・生徒について専門的視点での助言が求められています。そのた

め、医療・心理・教育の専門家からなるチームを設置し、医療面、心理面、発達面、個別指導面

などで、具体的なアドバイスや巡回相談を行える支援体制の整備を検討します。 

今後、上記のような関係機関との連携拡大・強化を図るための取組を一層推進し、専門家とし

てのチーム支援を充実していくことが必要です。 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

巡回相談等 

専門家及び 

人的支援に 

よる学校支援

の在り方 

について 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ全校配置、 事業の効果検証  第二期移行、完全実施

に向けた検討開始 ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置 事業の効果検証 医師の配置 

教育相談室から 

学校への支援 

専門家チームの 

構成・役割の研究 

 専門家チーム発足 

関係機関の 

連携推進 

プロジェクトチーム

の立ち上げと各機関

の機能検証 

 第二期移行、完全実施

に向けた検討開始 

特別支援教育巡回指

導員、就学相談員配置 

事業の効果検証  第二期移行、完全実施

に向けた検討開始 

再掲 

再掲 

再掲 
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② 巡回相談等専門家及び人的支援による学校支援の具体的な在り方 

 ア）これまでの実績を基に、さらに巡回相談機能の充実を図ります。 

  ⅰ 教育相談室の心理士、スクールソーシャルワーカー、特別支援教育巡回指導員、指導主 

事、就学相談員は、チーム支援を行う等、学校からの巡回指導要請にさらに柔軟に対応し 

ていきます。 

  ⅱ 大学等との連携を深めるとともに学生の派遣機能を強化し、学級経営補助員、学生ボラ 

ンティアの学校からの配置要請にさらに柔軟に対応していきます。 

イ）総合相談支援センター（仮称）の計画に沿って、専門家チームを構築するとともに、各校 

校内委員会へ、児童・生徒の観察や計画作成に関わる支援を進めます。 

 ⅰ 教育委員会と市長部局によるプロジェクトチームで各関係機関の機能検証を行います。 

 ⅱ プロジェクトチームで専門家チームの構成・役割・派遣方法・教育相談センター特別支 

援教育担当部署から学校への支援の在り方等を研究します。 

 ⅲ 指導主事、心理士、特別支援教育巡回指導員、スクールソーシャルワーカー、医師、特 

別支援学校、市長部局等のプロジェクトチームを構成する機関をそのまま移行することも 

検討しつつ、プロジェクトチームで研究された構成メンバーからなる専門家チームを発足 

し、学校を支援します。 
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３ 理解啓発の推進 

 

（１） 保護者・市民等に対する広報活動等の在り方について 

 

① ねらい 

保護者等への理解啓発について、報告書では「学校及び教育委員会においては、研修や広報活

動等を通じ、普及啓発を積極的に推進する。」とされました。保護者との連携の推進について、報

告書では「個別の教育支援計画や個別指導計画を保護者と共に作成し、双方が情報を交換しなが

ら、共に連携して児童・生徒の支援に対応することが必要である。今後、保護者と協力して支援

する体制づくりを進めて行く。」とされました。児童・生徒及び、保護者への理解啓発を、今後ま

すます具体的に進めることが必要です。 

項目 第一次実施計画 第二次実施計画 

 

保護者・市民等

に対する 

広報活動等の 

在り方 

について 

19～24年度 25年度 26年度 27年度 

 

 

児童・生徒、保護

者への理解啓発 

活動の推進 

本推進計画概要版・リーフレット 

作成と配布 

交流及び共同学習事例集作成 

各種様式の捉え方や副籍制度を内容

としたリーフレット作成と配布 

事務局の諸会議等への参加･講演 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ･広報誌による広報活動 

  

 

配布 

 

② 保護者・市民等に対する具体的な広報活動等の在り方 

  ア）これまでの実績を基に、さらに保護者・市民等への理解啓発の充実を図ります。 

   ⅰ 教育委員会事務局が本推進計画の概要版やリーフレットを作成し、学校や関係機関等 

を通じて保護者・市民へ配布することで保護者・市民等の理解啓発活動を進めます。 

   ⅱ 教育委員会事務局が市内小・中学校における交流及び共同学習の事例集を作成し、学 

校や関係機関等を通じて保護者・市民へ配布することで保護者・市民等の理解啓発活動 

を進めます。 

   ⅲ 教育委員会事務局が就学支援シート、個別の教育支援計画、個別指導計画の捉え方、 

副籍制度等を内容としたリーフレットを作成し、学校や関係機関等を通じて保護者・市 

民へ配布することで双方が情報を交換しながら共に連携して児童・生徒の支援に対応す 

る環境づくりを進めます。 

   ⅳ 教育委員会事務局が、必要に応じて保護者や市民で構成される諸会議等へ参加し、特 

別支援教育に関わる講演を行うことで保護者・市民等の理解啓発活動を進めます。 

  ⅴ 教育委員会事務局が、市ホームページや教育委員会だより等を通して特別支援教育に 

関わる各種取組等を広報することで保護者・市民等の理解啓発活動を進めます。 
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用語解説 

 

 

（＊０）ノーマライゼーション 

障害のある人も障害のない人も同じように社会の一員として、社会参加し自立して生活できる社会をめ 

ざす考え方のこと。 (文部科学省 平成13年｢21世紀の特殊教育の在り方について(最終報告)｣、清瀬市 

教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より) 

 

 

（＊１）特別支援教育 

特別支援教育とは、従来の特殊教育の対象の障害だけでなく、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含め 

て障害のある児童・生徒の自立や社会参加に向けて、その一人一人の教育的ニーズを把握して、その持て 

る力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行 

うものである。(文部科学省 平成15年｢今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)｣、清瀬市教育 

委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より) 

 

 

（＊２）児童・生徒の将来の社会参加・自立 

    「東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画」（平成22年 東京都教育委員会）の冒頭で謳われてい 

る。東京都における特別支援教育は、教育行政、学校関係者、保護者、都民の協力により、障害のある児 

童・生徒一人一人の可能性を最大限に伸長し、将来の自立と社会参加を支援するために進められるとされ 

ている。 

 

 

（＊３）清瀬市長期総合計画 

市の目指すべき将来像を示し、これを実現するための長期的な計画を示したもので、基本構想、基本計

画、実施計画で構成されている。平成13年度に、平成27年度を目標年次とする第3次清瀬市長期総合計

画が策定され、このうち、平成21年3月31日をもって「清瀬市前期基本計画（平成13年度～20年度）」

の計画期間が満了し、平成21年度から平成27年度までの7年間を計画期間とする後期基本計画（案）が

平成20年度に策定された。  

 

 

（＊４）清瀬市実施計画 

平成21年度からの清瀬市長期総合計画後期基本計画で定めた施策のうち、当面重視すべき事業を明らか 

にした計画。毎年の事業執行の基本とされている。 

 

 

（＊５）清瀬市教育総合計画マスタープラン 

清瀬市教育総合計画検討委員会の答申「活き活きと学びあう清瀬」を踏まえ、教育委員会事務局が実施 

計画を立案し、教育委員会で審議し決定したもの。清瀬市教育委員会が、市政の基本方針である「手をつ 

なぎ 心をつむぐ みどりの清瀬」の視点に立ち、市民とともに考え歩んでいく行動指針。 

 

 

（＊６）清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告） 

    清瀬市における特別支援教育の基本的な方向性について、平成18年度に設置された「清瀬市特別支援教 

育検討委員会」で検討され、特別支援教育に移行していくためにまとめられた報告書。清瀬市における平 

成19年度から平成24年度までの「第一次実施計画」として位置付けられ、平成25年度から開始される「第 

二次実施計画」へと理念が継承された。 
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（＊７）東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画 

    平成16年度に東京都教育委員会により策定された「東京都特別支援教育推進計画」で、平成25年度ま 

での10年間を基本期間とする都における特別支援教育推進の基本的な方向が示され、締めくくりの期間を 

示すものとして平成22年度に改定された東京都における実施計画。 

 

 

（＊８）校内委員会 

特別な支援を要する児童･生徒やその保護者に対し、個々のニーズに応じた適切な教育や支援を行なうこ 

とを目的として小･中学校に設置する委員会のこと。（文部科学省 平成15年「今後の特別支援教育の在り 

方について（最終報告）」、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報 

告）より） 

 

 

（＊９）特別支援教育コーディネーター 

特別な支援を要する児童･生徒やその保護者のために、学校内及び関係機関との連携･調整を行なう教 

職員のこと。清瀬市では、第一次実施計画期間中に、全ての市立小・中学校に設置された。（文部科学省  

平成15年「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬 

市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１０）特別支援学級 

小学校、中学校、高等学校および中等教育学校に、教育上特別な支援を必要とする児童および生徒のた 

めに置かれた学級のこと。学校教育法（昭和22年法律第26号）の第81条に規定があり、これに基づいた 

学級のため、81条学級ともいうこともある。学校教育法（昭和22年法律第26号）の第81条第2項本文 

には、「小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する児童及び生徒の 

ために、特別支援学級を置くことができる。」と定められ、各号には、次の者が掲げられている。「知的障 

害者、肢体不自由者、身体虚弱者、弱視者、難聴者、その他障害のある者で、特別支援学級において教育 

を行うことが適当なもの」 

 

 

（＊１１）特別支援学校 

学校教育法に基づき、特別な支援が必要な者に対し、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教 

育を行うとともに、障害に基づく種々の困難の改善等に関する指導を行うために都道府県が設置する学校。 

特別支援学校に就学すべき障害の程度は、学校教育法施行令第22条の3に定められている。地域の特別支 

援教育のセンター的役割を担う。(文部科学省 平成15年｢今後の特別支援教育の在り方について(最終報 

告)｣、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１２）特別支援教育巡回指導員 

    特別支援教育に関する専門的知識・技能を有し、学校でも職務経験があり、市立小・中学校を巡回して 

特別支援教育に関して教職員への指導を行う者のこと。平成24年度現在で、3名がその任に当たっている。 

 

 

（＊１３）就学支援シート 

就学が決定した後、幼稚園、保育園、療養機関等における子どもたちの様子や指導・保育又は訓練の様 

子を小学校や特別支援学校小学部に、あるいは、小学校での様子を中学校や特別支援学校中学部に引き継 

ぎ、特別な支援が必要な子供の就学後の学校生活をより適切なものにしていくため作成するもの。平成24 

年度現在、市内幼稚園・保育園から市立小学校への引き継ぎの実施率は４５パーセント程度である。（清瀬 

市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%8F%E5%AD%A6%E6%A0%A1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%AD%A6%E6%A0%A1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E7%AD%89%E5%AD%A6%E6%A0%A1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E7%AD%89%E6%95%99%E8%82%B2%E5%AD%A6%E6%A0%A1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%95%99%E8%82%B2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%A8%E7%B1%8D%E8%80%85_(%E5%AD%A6%E7%BF%92%E8%80%85)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%A6%E7%B4%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%A6%E6%A0%A1%E6%95%99%E8%82%B2%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%AD%E5%92%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%AD%E5%92%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B3%95%E5%BE%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%82%A2%E4%BD%93%E4%B8%8D%E8%87%AA%E7%94%B1%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E8%BA%AB%E4%BD%93%E8%99%9A%E5%BC%B1%E8%80%85&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B1%E8%A6%96%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%A3%E8%81%B4%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%9D%E3%81%AE%E4%BB%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%9D%E3%81%AE%E4%BB%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%80%8B%E4%BA%BA
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（＊１４）個別の教育支援計画 

教育、保険、医療、福祉、労働等の関係機関との連携に基づき､乳幼児期から学校卒業までの一貫性のあ 

る支援を目的として、ＬＤ（学習障害）等を含め障害のある児童･生徒一人一人のニーズに応じて作成され 

る計画のこと。（清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１５）個別指導計画 

児童・生徒の障害の状態に応じた最もふさわしい教育を保障するために、就学前の療育機関の職員や区 

市町村教育委員会の担当者、小学校や特別支援学校教員等の連携に基づいて作成する計画のこと。本計画 

作成支援のため、清瀬市では特別支援教育巡回指導員や清瀬特別支援学校特別支援教育コーディネーター 

が市立小・中学校を巡回指導している。（清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会 

報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１６）特別支援教室 

特別な教育的支援を必要とする児童・生徒に対し、個々のニーズに応じた適切な教育を行うために小・ 

中学校に設置する教室のこと。平成24年度現在、全ての市立小学校に設置し、専任の職員を配置している。 

(文部科学省 平成15年｢今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)｣、清瀬市教育委員会 平成19 

年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１７）学級経営支援事業 

清瀬市立小・中学校を対象に、通常の学級に在籍するＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、 

高機能自閉症等、特別な指導を必要とする児童・生徒に対して、学級経営に関わる補助員を派遣し、学級 

担任を支援することにより安定かつ円滑な学級経営を図るための制度。現在では、個別指導計画に基付い 

た配置が進められている。（清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終 

報告）より） 

 

 

（＊１８）副籍制度  

都立特別支援学校に在籍する児童・生徒やその保護者と地域との継続的な関係を維持するため、居住 

地域の小・中学校に副次的に籍を置くこと。（清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進 

委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊１９）直接的交流 

    児童・生徒の実態や指導上の必要性及び地域指定校の状況を踏まえ、当該児童・生徒が地域指定校の学 

校行事やＰＴＡ行事等に参加すること。（東京都教育委員会 平成19年「特別支援教育のためのガイドラ 

イン 東京の特別支援教育～特別支援教育体制・副籍モデル事業等報告書～【最終報告】より） 

 

 

（＊２０）交流及び共同学習 

    教科や道徳、特別活動（学級活動、児童会又は生徒会活動、小学校のクラブ活動）、総合的な学習の時間 

において、当該児童・生徒が地域指定校の授業に参加し、「経験の拡充と相互理解」を図ること。地域指定 

校の児童・生徒が在籍校へ来て、当該児童・生徒の学級等で交流及び共同学習を行う形態もある。（東京都 

教育委員会 平成19年「特別支援教育のためのガイドライン 東京の特別支援教育～特別支援教育体制・ 

副籍モデル事業等報告書～【最終報告】より） 

 

 

（＊２１）ＬＤ(学習障害：Learning Disabilities) 

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く､話す､読む､書く､計算する又は推論する能力のうち､特定のもの 

の習得と使用に困難を示す様々な状態を指す。原因として､中枢神経系に何らかの機能障害があると推定さ 

れるが、視覚障害､聴覚障害､知的障害､情緒障害などの障害や環境的な要因が直接の原因となるものではな 
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い。（文部科学省 平成11年「学習障害及びこれに類似する学習上の困難を有する児童生徒の指導方法に 

関する調査研究協力者会議」、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最 

終報告）より） 

 

 

（＊２２）ＡＤＨＤ（注意欠陥/多動性障害:Attention-Deficit/Hyperactivity disorder） 

年齢あるいは発達に不釣合いな注意力､衝動性、多動性を特徴とする行動の障害で、社会的な活動や学業 

に支障をきたすものである。7歳以前に現れ、その状態が継続し、中枢神経系に何らかの要因による機能 

不全があると推定される。(文部科学省 平成15年｢今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)｣、 

清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊２３）高機能自閉症 

３歳位までに現れ、①他人との社会的関係の形成の困難さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く 

特定のものにこだわることを特徴とする行動の障害である自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わないもの 

をいう。中枢神経系に何らかの要因による機能不全があると推定される。(文部科学省 平成15年｢今後の 

特別支援教育の在り方について(最終報告)｣、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委 

員会報告書（最終報告）より） 

 

 

（＊２４）通級指導学級 

通級による指導は、小・中学校の通常の学級に在籍している障害の軽い子どもが、ほとんどの授業を通 

常の学級で受けながら、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）で受ける指導形態 

である。通級の対象は、言語障害、情緒障害、弱視、難聴などである。清瀬市では、自閉症・情緒障害通 

級指導学級を清瀬第八小学校に設置している。(文部科学省 平成15年｢今後の特別支援教育の在り方につ 

いて(最終報告)｣、清瀬市教育委員会 平成19年「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）よ 

り） 

 

 

（＊２５）スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷｒ） 

学校を拠点に、不登校や家庭内暴力など子どもが抱える問題に対し、主に福祉的な視点から解決を図る。 

学校と家庭、地域の橋渡しをし、行政や病院など外部機関同士のつなぎ役を果たすこともある。国家資格 

ではないが、教員免許や社会福祉士の資格を持つ人がなる場合が多い。約100年前に米国で生まれた仕組 

み。  

 

 

（＊２６）専門家チーム 

小・中学校、高等学校等からの申し出に応じて、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、 

高機能自閉症等か否かの判断と、対象となる児童・生徒等への望ましい教育的対応について、専門的な意 

見の提示や助言を行う。ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症等ではないと 

判断された場合、あるいは他の障害を併せ有するような場合にも、どのような障害あるいは困難さを有す 

る児童・生徒等であるかを示し、望ましい教育的対応について専門的な意見を述べることが期待される。 

（東京都教育委員会 平成19年「特別支援教育のためのガイドライン 東京の特別支援教育～特別支援教 

育体制・副籍モデル事業等報告書～【最終報告】より） 

 

 

（＊２７）間接的交流 

地域指定校の教育活動を知り、同年代の児童・生徒の学校での様子や居住する地域の情報を知ることを 

ねらいとした「学校だよりの交換」、より詳細に地域指定校の教育活動や地域の状況について知らせること 

をねらう「学年だより・学校行事等の案内の交換、地域行事等の案内の送付」、当該児童・生徒と地域指定 

校の児童・生徒がさらに相互理解を進めることをねらう「作品や手紙、ビデオレター等の交換」を実施し 

交流を進めること。（東京都教育委員会 平成19年「特別支援教育のためのガイドライン 東京の特別支 

援教育～特別支援教育体制・副籍モデル事業等報告書～【最終報告】より） 

http://kotobank.jp/word/%E5%AD%A6%E6%A0%A1
http://kotobank.jp/word/%E6%8B%A0%E7%82%B9
http://kotobank.jp/word/%E5%AE%B6%E5%BA%AD
http://kotobank.jp/word/%E5%95%8F%E9%A1%8C
http://kotobank.jp/word/%E7%A6%8F%E7%A5%89
http://kotobank.jp/word/%E8%A6%96%E7%82%B9
http://kotobank.jp/word/%E8%A7%A3%E6%B1%BA
http://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E5%9F%9F
http://kotobank.jp/word/%E6%A9%8B%E6%B8%A1%E3%81%97
http://kotobank.jp/word/%E5%A4%96%E9%83%A8
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http://kotobank.jp/word/%E5%90%8C%E5%A3%AB
http://kotobank.jp/word/%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%8E
http://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
http://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
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おわりに 

 

平成２４年５月３１日、第１回の「清瀬市特別支援教育検討委員会」が、策定委員会・作業部

会合同で開催されました。 

以来、２１名の委員の方々により８回の作業部会で計画の検討が進められ、３回の策定委員会

での確認が行われてきました。 

この間、平成１８年２月に示されました「清瀬市特別支援教育推進委員会報告書（最終報告）」

を基にした清瀬市の特別支援教育を振り返り、第二次実施計画となる「清瀬市特別支援教育推進

計画」も、その基本理念と方針を引き継ぐことが確認されるとともに、本最終報告を基にした本

市の特別支援教育の現状から、その成果と課題を整理しました。 

 第二部 第１章 計画の基本的な考え方にも示したところですが、本推進計画は「通常の学級に

在籍する発達障害等、特別な指導、支援を必要とするすべての子供たちに対して市立小・中学校

で特別支援教育を系統的、組織的、継続的に実施すること、その教育活動にすべての教員、保護

者、児童・生徒が関わることを実現するための３年間を見通す行政計画」として立案されました。 

 そして、本推進計画を以下のように位置付けました。 

 （１）この計画は、「第３次清瀬市長期総合計画後期基本計画」及び「清瀬市実施計画（平成２ 

５年度～平成２７年度）」の学校教育の充実を担う計画として位置付けます。 

 （２）この計画は、「清瀬市教育総合計画マスタープラン 活き活きと学び合う清瀬」の目標達 

成のための５つの柱に位置付く「学校が自信をもち信頼される清瀬」を実現するため施策 

として位置付けます。 

 （３）この計画は、平成１９年２月に清瀬市教育長へ報告された「清瀬市特別支援教育推進委 

員会報告書（最終報告）」によりこれまで推進されてきた清瀬市における特別支援教育につ 

いて見直し、策定したものです。また、この計画の基本的な理念や方針は、「清瀬市特別支 

援教育推進計画報告書（最終報告）」を引き継ぎます。 

 （４）この計画は、「東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画（平成２２年１１月 東京都 

教育委員会）」に基づいて清瀬市における特別支援教育の推進に関する方向性を定めるもの 

です。 

  

 教育委員会は、ここに表わされている本推進計画の位置付けを重く受け止め、関係市長部局、

学校、関係機関、保護者、そして市民の皆様と手をつなぎ、心をつむぎながら、子供たちがもつ

可能性を最大限に伸長し、将来の清瀬市の活力を生み出すことを実現する取組として、着実に計

画を推進してまいります。 

  結びにあたり、委員の方々の熱意溢れる検討に敬意を表し、関係者の皆様のご協力に心より感 

謝申し上げます。 

清瀬市教育委員会
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資料１ 清瀬市特別支援教育推進計画検討委員会設置要領 

 

（設置） 

第１条  清瀬市特別支援教育推進員会報告書（平成１９年2月）及び清瀬市における特別支

援教育の現状を踏まえ、清瀬市特別支援教育推進計画を策定するために清瀬市特別支援教

育推進計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所管事項） 

第２条  委員会は、次に掲げる事項について調査及び検討を行い、その結果を教育長に報告

するものとする。 

（１）清瀬市特別支援教育推進計画の基本的な考え方に関すること 

（２）今後の特別支援教育の方策に関すること 

（３）その他、特別支援教育に関すること 

（組織） 

 第３条  委員会は、次の各号に掲げる者の中から、教育長が任命又は委嘱する委員をもって

組織する。 

（１）有識者  

（２）医師  

（３）教育部長 

（４）教育部参事 

（５）健康福祉部長 

（６）子ども家庭部長   

（７）清瀬市立小・中学校長会長 

（８）東京都立清瀬特別支援学校長 

（９）その他教育長が必要と認める者 

２  委員会には、作業部会を設置し、次の各号に掲げる者の中から、教育長が任命又は委嘱

する委員をもって組織する。  

（１）有識者 

（２）特別支援学級設置校   校長・副校長 

（３）特別支援学級非設置校  校長・副校長 

（４）清瀬特別支援学校副校長  

（５）幼稚園関係者       

（６）保育園関係者       

（７）清瀬市教育相談センター職員   

（８）清瀬市特別支援教育巡回指導員 

（９）子ども家庭支援センター職員 

（10）子どもの発達支援・交流センター「とことこ」職員 
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（11）保護者 

（12）その他教育長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条  委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２  委員長及び副委員長は、教育長が委員の中から指名する。 

３  委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

 第５条  委員会は、必要に応じて委員長が招集する 

 ２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見等を聴取し、又

は資料の提出を求めることができる。 

 ３ 委員長は、必要に応じて作業部会を招集することができる。 

（謝礼） 

 第６条  委員会に出席した委員並びに第４条の規定に基づき出席を求められた者で、必要が

あると認められた者に対しては、謝礼を払うことができる。 

（設置期間） 

 第７条  委員会の設置期間は、第２条に規定する報告をもって終了する。 

（庶務） 

 第８条  委員会の庶務は、教育部指導課において処理する。 

（委任） 

 第９条  この要綱に定めるもののほかに必要な事項は、委員長が別に定める。 

 附 則 

  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
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資料２ 清瀬市特別支援教育推進計画検討委員会委員名簿 

 

１ 策定委員会 
 

 氏 名 区 分  役職及び所属名  

１ 宮本 紀夫  有識者  特別支援教育サポートセンター 「つなぎ」主宰  

２ 小濱 雅則 医師 多摩北部医療センター小児科医師 

３ 海老澤 敏明 清瀬市代表 清瀬市教育委員会教育部長  

４ 小山 利臣 清瀬市代表 清瀬市健康福祉部長  

５ 増田  健 清瀬市代表 清瀬市子ども家庭部長  

６ 長倉 照夫 清瀬市立小中学校長会 清瀬市立清瀬第四小学校長  

７ 関口 高志 都立特別支援学校長 都立清瀬特別支援学校長  

８ 菊間 英子 保護者代表 清瀬市手をつなぐ親の会会長  

９ 坂田  篤 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部参事兼指導課長事務取扱  
 

 

２ 作業部会 

 氏 名 区 分  役職及び所属名  

１ 大谷 憲司  特別支援学級設置校校長 清瀬市立清瀬小学校長  

２ 片倉 義博 特別支援学級非設置校校長 清瀬市立清瀬第五中学校長  

３ 佐藤 信雄 特別支援学級設置校副校長 清瀬市立清瀬中学校副校長  

４ 溝畑 直樹 特別支援学級非設置校副校長 清瀬市立清明小学校副校長  

５ 岡田 英晃 都立特別支援学校副校長 都立清瀬特別支援学校副校長  

６ 内野 光裕 市内幼稚園長 学校法人内野学園清瀬ゆりかご幼稚園理事長 

７ 白石 ゆかり 市内保育園長 清瀬市立第一保育園長  

８ 植村 芳美 都 立 特 別 支 援 学 校 都立清瀬特別支援学校特別支援教育コーディネーター 

９ 清水  勇 清瀬市教育相談センター 清瀬市教育相談センター内教育相談室主任  

10 植松 義己 清瀬市特別支援教育巡回指導員 清瀬市特別支援教育巡回指導員  

11 松浦 景子 発達支援機関代表 清瀬市子どもの発達支援・交流センターとことこ(社会福祉士) 

12 高橋  仁 清瀬市代表 清瀬市子ども家庭部子育て支援課長 

13 坂田  篤 清瀬市代表 清瀬市教育委員会教育部参事兼指導課長事務取扱  
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３ 事務局 

 

 氏 名 区 分  役職及び所属名  

１ 坂田  篤 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部参事兼指導課長事務取扱  

２ 清水  明 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部指導課副参事 統括指導主事 

３ 重山 直毅 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会主席指導主事 

４ 古見  誠 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会主席指導主事 

５ 尾崎 悦子 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部指導課指導事務係長  

６ 小林  稔 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部指導課教職員係長  

７ 鈴木  晃 教育委員会事務局 清瀬市教育委員会教育部指導課就学相談担当  
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資料３ 清瀬市特別支援教育推進計画検討委員会開催状況 

 

第１回 策定委員会・作業部会 （平成24 年5 月31 日 開催） 

  ○委員の委嘱  ○概要説明  ○委員長選出  ○清瀬市の現状と課題の確認   

○委員会の検討課題の確認  ○今後の方向性の確認   

○基本方針・基本計画について協議  ○今後の日程について協議 

 

第２回 作業部会 （平成24 年7 月18日 開催） 

  ○第一部 清瀬市特別支援教育推進計画について 

    第１章 計画の基本的な考え方（計画の目的、位置付け、期間）   

第２章 第一次実施計画の成果と課題 

  ○第二部 第二次実施計画の具体的な展開   

第１章 清瀬市の方針と実態 

 

 

 

 

第３回 作業部会 （平成24 年9 月20日 開催） 

  ○第二部 第二次実施計画の具体的な展開 

    第３章 教育委員会の取組の充実に向けて 

  １ 特別支援教育体制の整備 

  （１）特別支援教室の整備・充実と通級指導学級の今後の在り方について 

  （２）固定学級の今後の役割について 

 

 

 

 

第４回 作業部会 （平成24 年10 月10日 開催） 

  ○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

    第３章 教育委員会の取組の充実に向けて   

２ 相談及び支援体制の整備・充実に向けて 

  （１）教育相談センターの総合相談支援センター（仮称）化に向けて 

  （２）就学相談体制の在り方について 

 

 

 

 本会では、主として「清瀬市における成果と課題」について確認しました。ここで確認された「成

果」についてはさらに発展させることを、「課題」については本推進計画で解決策を着実に進める

ようにしなければならないとされました。 

 本会では、主として「特別支援教室、通級指導学級、固定学級」の今後の在り方と３カ年計画の

具体について確認しました。特別支援教室の全小・中学校への設置と指導者の確保、通級指導学級

の巡回指導への移行と拠点校方式の採用、固定学級の教育内容のさらなる充実を図ることが計画と

して検討・確認されました。 

 本会では、「総合相談支援センター化構想」の実現に向けた３カ年計画の具体について確認しま

した。最初に、指導課長より「構想」の全体像について説明するとともに詳細を提案しました。

各部署や立場のつながりが重要とされ、既存機関の今後の連携を具体化するための検証をプロジ

ェクトチームを立ち上げて行うこと等が検討・確認されました。 
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第５回 作業部会 （平成24 年11月14日 開催） 

  ○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

    第２章 学校における取組の充実に向けて 

  １ 学校における総合的な教育体制 

    （１）教職員の専門性及び資質向上と特別支援教育コーディネーターの役割の明確化  

（２）校内委員会の充実 

 

 

 

 

 

第２回 策定委員会 （平成24 年12 月13 日 開催）  

○第一部  清瀬市特別支援教育推進計画について 

○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

第１章   清瀬市の方針と実態 

 １ 清瀬市における特別支援教育の理念及び方針 

（１）理念及び方針 

（２）現状と課題 

第２章   学校における取組の充実に向けて 

 １ 学校における総合的な教育体制 

（１）教職員の専門性及び資質の向上と特別支援教育コーディネーターの役割の明確化   

（２）校内委員会の充実 

第３章   教育委員会の取組の充実に向けて 

 １ 特別支援教育体制の整備 

（１）特別支援教室の整備・充実と通級指導学級の今後の在り方について 

（２）固定学級の今後の役割について 

２ 相談及び支援体制の整備・充実に向けて 

（１）教育相談センターの総合相談支援センター（仮称）化に向けて 

（２）就学相談体制の在り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 本会では、主として「教職員の資質向上と特別支援教育コーディネーターの資質向上」につい

て確認しました。既存の研修会のテーマ性と対象者を明確にすること、新規研修会を立ち上げる

こと等を通して教職員及び特別支援教育コーディネーターの資質向上を図り、特別支援教育の推

進に資することが検討・確認されました。 
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第６回 作業部会 （平成24 年12 月19日 開催） 

  ○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

    第３章 教育委員会の取組の充実に向けて 

  ２ 相談及び支援体制の整備・充実に向けて 

（２）就学相談体制の在り方について 

    第２章 学校における取組の充実に向けて 

  ２ 教育内容・方法の充実 

（１）個別の教育支援計画及び個別指導計画のさらなる活用   

 

 

 

 

 

第７回 作業部会 （平成25 年1 月16日 開催） 

  ○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

    第３章 教育委員会の取組の充実に向けて 

  ３ 施設等の整備 

  ４ 評価 

（１）本計画の検証について 

（２）本計画の評価について   

 

 

 

 

 

第８回 作業部会 （平成25 年1 月24日 開催） 

  ○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

    第４章 関係機関の取組の充実に向けて 

  １ 副籍制度の充実 

  ２ 専門家チームによる学校支援について 

（１）巡回相談等専門家及び人的支援による学校支援の在り方について 

  ３ 理解啓発の推進 

（１）保護者・市民等に対する広報活動等の在り方について   

 

 

 

 本会では､｢就学相談手続き・判定基準の見直し｣､｢就学時健診・就学指導委員会等への専門家

チームの参画｣､｢教育委員会組織による相談フォロー体制の構築｣について確認しました｡また、

｢各種計画様式の統一｣､｢作成対象の明確化｣､｢関係機関との協働体制構築｣､｢保･幼･小接続ベー

シックカリキュラムと小中接続システム構築｣について確認しました。 

 

 本会では､｢総合相談支援センター（仮称）設置のための施設選定・整備｣､｢全中学校への特別

支援教室の設置｣､｢固定学級の障害種別ごとの施設設置｣の方向性について確認しました｡また、

｢本計画の検証・評価のための組織を立ち上げ、年度ごとに評価・修正を実施すること｣について

確認しました。 

 

 本会では､｢交流及び共同学習の活性化と副籍制度の充実を図るための具体的な方策（事例集作

成や研修会実施等）｣について確認しました。また、総合相談支援センター構想の計画に沿って、

専門家チームを明確に立ち上げ運用を図ることを確認するとともに、特別支援教育の円滑な実施

を図るために保護者・市民等に対する積極的な理解啓発活動を推進することを確認しました。 
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第３回 策定委員会 （平成25 年2 月27日 開催）  

○第二部  第二次実施計画の具体的な展開 

第２章   学校における取組の充実に向けて 

 ２ 教育内容・方法の充実 

（１）個別の教育支援計画及び個別指導計画のさらなる活用   

第３章   教育委員会の取組の充実に向けて 

 ３ 施設等の整備 

 ４ 評価 

第４章   関係機関の取組の充実に向けて 

 １ 副籍制度の充実 

 ２ 専門家チームによる学校支援について 

（１）巡回相談等専門家及び人的支援による学校支援の在り方  

 ３ 理解啓発の推進 

（１）保護者・市民等に対する広報活動等の在り方について  
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